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表 2. 式（7）と式（8）における記号の定義
　 記号 定義

TP マルウェアをマルウェアとして正しく検知できた（True Positive）数
TN 良性ファイルを良性ファイルとして正しく判定できた（True Negative）数
FP 良性ファイルが誤ってマルウェアとして検知された（False Positive）数
FN マルウェアが誤って良性ファイルとして判定された（False Negative）数

表 3. パラメータ
パラメータ 数値

ユーザ数 1000

「マルウェア」とみなすファイル数 1000

「良性」とみなすファイル数 1000

「投票」結果を信頼するための投票数 (Vt) 71 – 180

悪性度に関するしきい値 (Mt) 0.5

アンチウイルスベンダ数 71

False negative 発生率 0.05

False positive 発生率 0.06

図 19. FNRの評価実験結果

図 20. FPRの評価実験結果

• マルウェア検知結果検索性能

• ブロックチェーンサイズ

マルウェア検知結果検索性能では、アンチウイルスベンダ
におけるファイルハッシュに対応する「投票」結果の検索時
間を評価する。ブロックチェーンはその性質上、時間の経過
とともにブロック数が増加する。また、各ブロックは各アン
チウイルスベンダの「投票」を含んでいる。したがって、ユー
ザへマルウェア検知結果を返却するためには、全てのブロッ
クを辿りファイルハッシュに対応する各アンチウイルスベン
ダの「投票」を検索し集計する必要があると論理的に考えら
れる。すなわち、ブロック数の増加に従いその検索時間が増
加することが懸念される。本評価実験では、コンソーシアム
ブロックチェーンのプラットフォームとして広く活用されて
いる Hyperledger Fabricを利用し、ファイルハッシュに対応
する「投票」結果の検索時間を評価した。
さらに、本研究ではブロックチェーンサイズについて評価

を行った。ブロックチェーンは時間の経過とともにそのブロッ
ク数、すなわちブロックチェーンサイズが増加していく。仮
にストレージ容量を超えるブロックチェーンサイズとなった
場合、新たに追加されるファイルハッシュや、それに対応す
るアンチウイルスベンダの「投票」をストレージに格納でき
ない事態となる。本評価実験では、マルウェア検知結果検索
性能の評価と同様に Hyperledger Fabricを利用し、ブロック
チェーンサイズについて評価を行った。

4.2.1 実験環境と方法
本評価実験では、仮想化ソフトウェアとして Oracle VM

VirtualBoxを利用し、Windows 10が稼働するホスト PC上
にゲスト OSとして Ubuntu Desktop 18.04.3 LTSが動作す
る仮想環境を構築した。実験環境を表 4に示す。次にそれぞ
れの評価方法について説明する。
4.2.1.1 マルウェア検知結果検索性能の評価方法
　最初に、ランダムなファイルハッシュを N 件作成し、ブ
ロックチェーン上に登録し「悪性:0、良性：0」で初期化する。
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本評価実験では、N = 1000, 30000, 64758とした。次に、ラン
ダムなファイルハッシュ値をキーとして投票を検索する。マ
ルウェア検知結果検索性能は、検索を 100回実施し、それぞ
れの検索に要した時間で評価を行う。検索に要する時間の計
測はスマートコントラクト上で実施した。
4.2.1.2 ブロックチェーンサイズの評価方法
　本提案システムにおいて、各ユーザは個人向けのコンピュー
タであるパーソナルコンピュータ（パソコン）を利用している
と仮定している。すなわち、パソコンの OSとしてWindows

や macOS が利用されていると仮定している。そのため、ア
ンチウイルスベンダのブロックチェーンネットワーク上では
WindowsやmacOSをターゲットとしたマルウェアに関する
情報が共有される。本評価実験では、ユーザがパソコンの OS

としてWindowsを利用していると仮定して評価を行った。
AV-TESTの SECURITY REPORT 2017/185)によると、

2017年の新種マルウェアの観測数は約 1億 2,000万個であり、
そのうちの 67.07%がWindowsをターゲットとしたマルウェ
アであった。つまり、Windowをターゲットとしたマルウェ
アは、平均すると 1秒あたり 2.58個発生している。したがっ
て、アンチウイルスベンダのブロックチェーンネットワーク
上では、マルウェアのファイルハッシュの登録が平均すると
1秒あたり 2.58回行われる。
ここで、新種マルウェアのある 1検体に対して、ブロック

チェーンネットワークでは以下の手順でファイルハッシュの
登録と各アンチウイルスベンダの「投票」が行われる。

1. あるアンチウイルスベンダから、新種マルウェアのファ
イルハッシュの登録を表すトランザクションの発行

2. 1.のトランザクションを含むブロックの生成

3. 各アンチウイルスベンダから、「投票」を表すトランザ
クションの発行

4. 2.のトランザクションを含むブロックの生成

したがって、Hyperledger Fabricのブロック生成時間を 2秒
（デフォルト値）とすると、図 21のようなブロックチェーン
となり、2 秒毎にブロック数が 1 つずつ増加していく。評価
実験の環境では、ブロックのみのサイズが 1858バイト、投票
トランザクションのサイズが 3163バイト、ファイルハッシュ
登録トランザクションのサイズは 3145バイトであった。
アンチウイルスベンダ数を n(n ≥ 1)とすると、2秒毎に生

成されるブロックのサイズ BLs は以下の式で表される。

BLs = 3145× 5 + 3163× 5× n+ 1858（バイト） (9)

従って、1 年間に増加するブロックチェーンサイズ BCs は、
以下の式で表される。

BCs = 15768000×BLs（バイト） (10)

評価実験では、アンチウイルスベンダ数 nをパラメータとし
て、1 年間で増加するブロックチェーンサイズについて評価
する。

4.2.2 実験結果と考察
マルウェア検知結果検索性能の実験結果を表 5に示す。表

5 から、ブロックチェーン上のファイルハッシュ数が増加し

図 21. ブロックチェーンサイズの増加

図 22. 1年間で必要となるストレージ容量

ても、マルウェア検知結果検索性能には影響を及ぼしていな
いことが分かる。文献 8) では、オープンソースのアンチウイ
ルスソフトである Clam AntiVirus において、MD5 シグネ
チャを利用したマルウェア検知に要する時間を測定している。
MD5 シグネチャの総数が 64,758 であるとき、MD5 シグネ
チャを利用したマルウェア検知に要する時間は 0.054秒であっ
た。提案システムでは、ファイルハッシュ数が 64,758である
ときのマルウェア検知結果検索性能 0.00066秒であることか
ら、Clam AntiVirusにおけるMD5シグネチャを利用したマ
ルウェア検知と比較しても十分に高速であることが分かった。
ファイルハッシュ数が増加しても、投票検索時間が増加しない
理由としては、Hyperledger Fabricが State DBと呼ばれる
データベースを採用しているためであると考えられる。State

DB はブロックチェーンの最新の状態を表すデータベースで
あり 29)、State DB により全てのブロックを辿らなくとも、
ファイルハッシュに対するマルウェア検知結果を高速に検索
できるためであると考えられる。したがって、提案システム
を Hyperledger Fabricで実装した場合はマルウェア検知結果
検索性能に関しては問題ないと言える。

次に、ブロックチェーンサイズの結果を図 22 に示す。式
（10）で説明したように、一年間で必要となるブロックチェー
ンサイズ BCs は、アンチウイルスベンダ数 nの一次式で表さ
れることから、グラフは直線となる。VirusTotalでは、71種
類のアンチウイルスエンジンを利用してマルウェア検知が可
能である 28)。これらのアンチウイルスエンジンを開発する全
てのアンチウイルスベンダがブロックチェーンネットワーク
に参加した場合 (n = 71の場合)、一年間で必要となるブロッ
クチェーンサイズは、約 16TBとなる。したがって、現在の
ストレージ性能を考慮すると、提案システムにおけるブロッ
クチェーンサイズに関しては問題ないといえる。
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表 4. 実験環境
ホスト OS Windows 10

ゲスト OS Ubuntu Desktop 18.04.3 LTS

ゲスト OSメモリ 8GB

ゲスト OSコア数 2

ブロックチェーンプラットフォーム（バージョン） Hyperledger Fabric（1.4.0）
スマートコントラクト言語 Go言語
State DB LevelDB

表 5. マルウェア検知結果検索性能の評価実験結果

ファイルハッシュ数 投票検索時間（秒） 標準偏差

1000 0.00091 0.00132

30000 0.00126 0.00057

64758 0.00066 0.00095

5. 関連研究

本節では、関連研究について説明する。最初に、協調型セ
キュリティにおける文献を紹介した後、セキュリティ分野に
おいてブロックチェーン技術を活用している文献を紹介する。
最後に、紹介した文献と本研究との差異について述べる。

5.1 協調型セキュリティ
協調型セキュリティ（Collaborative security）は、「Instead

of centrally managed security policies, nodes may use spe-

cific knowledge (both local and acquired from other nodes)

to make security-related decisions」と定義されている 30)31)。
平易に言えば、複数の組織やネットワーク、ノードからの情
報を利用して、あるセキュリティ関連の判定、例えば通信や
ファイルが悪性か否かの判定を行う手法である。協調型セキュ
リティでは、協調型侵入検知システム（CIDS：Collaborative

intrusion detection）を筆頭に様々な分野が存在するが、本
研究において特に関連が深い協調型マルウェア検知システム
（CMDS：Collaborative malware detection system）の文献
を紹介する。

5.1.1 CloudAV

協調型マルウェア検知システムでは、新種マルウェアの検
知やマルウェア検知精度の向上を目的として、複数のアンチ
ウイルスソフトウェアのマルウェア検知結果を利用、もしく
は複数のノードがマルウェア情報の共有を行う。

Oberheideら 14) は、複数のアンチウイルスエンジンを利
用しマルウェア検知を行う CloudAV を提案している。背景
としては、単一のアンチウイルスベンダでは新種マルウェア
への対処が困難であること、またアンチウイルスソフトウェ
アの複雑化に伴うアンチウイルスソフトウェア自身の脆弱性
が挙げられている。そこで、CloudAVではクラウド上で複数
のアンチウイルスエンジンを利用しマルウェアの検知を行う
形態をとっている。アンチウイルスエンジンとしては、10種
類のシグネチャ方式のアンチウイルスソフトウェア、2 種類

のビヘイビア方式のアンチウイルスソフトウェアが利用され
ている。CloudAVは host agent、network service、archival

and forensics service の 3 種類のコンポーネントから構成さ
れる。各ユーザのコンピュータには、ファイルを一意に識別
する IDの算出や network serviceへのファイル送信の役割を
担う host agent がインストールされる。network service で
は、複数のアンチウイルスエンジンによるマルウェア検知が
実施される。また、forensics serviceにはマルウェアの挙動な
ど、マルウェアに関する情報が保存される。各ユーザは、host
agentを介して network serviceにファイルを送信することで
マルウェア検知を行うことが出来る。
評価実験では、評価用のデータセットとして、Arbor Net-

work’s Arbor Malware Libralyの 7220個のマルウェア検体
が利用されている。1日前に取得されたマルウェアにおいて、
単一のアンチウイルスエンジンを利用した場合では、マルウェ
ア検知率は 52%であった。一方、10種類のアンチウイルスエ
ンジンを利用した場合では、その検知率は 98%であった。

5.1.2 VirusTotal

CloudAVと同様に複数のアンチウイルスエンジンを利用し
て、マルウェア検知を行うことが可能なサービスが実際に出
現してきている。VirusTotal32) では、約 70種類程度のアン
チウイルスエンジンを利用したマルウェア検知が可能である
28)。ユーザは、Webサイトやファイルの検査、URLやファ
イルハッシュなどを利用した検査結果の検索を行うことがで
きる。さらに、そのファイルの詳細や挙動、他ユーザからの
コメントを確認できるとともに、当該ファイルが悪性か良性
かを「投票」することが可能である。

5.1.3 CLOUDMARK

複数のアンチウイルスエンジンをベースにしたマルウェア
検知ではなく、複数ユーザによるファイルの「Nomination」
をベースにマルウェア検知を行うシステムが提案されている。
O’Donnellら 33)は、複数のユーザのマルウェアの疑いのある
ファイルの「Nomination」をベースに、当該ファイルがマル
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ウェアか否かを判断するCLOUDMARKを提案している。例
えばユーザがファイルを含む e-mailを受信し、その e-mailが
スパムであると判断した場合、そのメールは CLOUDMARK

のバックエンドシステムへ送信、すなわち「Nomination」さ
れる。バックエンドシステムでは、送信されたメールからファ
イルを抽出しそのシグネチャを作成する。その後、複数ユー
ザから当該ファイルが「Nomination」された場合、そのファ
イルをマルウェアと判定する。
評価実験では、CLOUDMARKにおいてマルウェアと判定

されたシグネチャを利用し、オープンソースのアンチウイル
スソフトウェアである ClamAVと比較を行っている。評価実
験の結果、CLOUDMARKにおいてマルウェアと判定された
シグネチャの 80%は、ClamAVでは検出されなかった。すな
わち、ClamAV では検知されないマルウェアを検知できた。
また、それらシグネチャの 50%は、2日後には ClamAVにお
いて検出された。同様の傾向が商用のアンチウイルスソフト
ウェアでも見られたと報告している。

5.2 セキュリティ分野におけるブロックチェーン
技術の活用

近年、ブロックチェーン技術は、ロジスティクス分野や医
療分野をはじめとする様々な産業分野での応用が検討されて
いる 15)。同様に、セキュリティ分野においても情報共有の基
盤として、その活用が期待されている。以下に、幾つかの文
献を紹介する。

5.2.1 CB-MDEE

Jingjingら 34) は、モバイルデバイスを対象として、マル
ウェア検知と分類を行うConsortium Blockchain for Malware

Detection and Evidence Extraction (CB-MDEE) フレーム
ワークを提案している。CB-MDEEは、パブリックブロック
チェーン PBとコンソーシアムブロックチェーン CBの 2つ
のブロックチェーンで構成される。PBに所属するユーザは、
Sensitive Behavior Graphや Installation Packageなどから
作成される、モデルを利用してマルウェアを検知・分類し、そ
れらの情報を PB上に保存する。CBに属するマルウェア検知
組織のメンバーは、それらの情報を利用してモデルを更新する
ために、fact-baseと呼ばれるデータベースを作成する。評価
実験では、アンドロイドのマルウェアにおいて、CB-MDEE

は 94%の分類精度を達成した。

5.2.2 スマートコントラクトを利用したセキュリ
ティアナリスト支援

スマートコントラクトとは、プログラム化された契約であ
り、ブロックチェーン上でプログラムとして実行されること
により、ブロックチェーンを利用した様々なアプリケーショ
ンが開発可能となっている。現在は、一部のブロックチェー
ンプラットフォーム上で利用可能である。

Romanら 35) は、セキュリティアナリスト支援のため、ブ
ロックチェーン技術とスマートコントラクト上に実装したオー
トエンコーダを利用して、セキュリティインシデント報告を分
類・管理するためのシステムを提案している。セキュリティ
インシデント報告がスマートコントラクトに入力として渡さ
れると、システムはその報告を分類し、ブロックチェーン上に

保存されている、過去の類似するセキュリティインシデント報
告を出力する。提案システムにより、分類・管理が自動的に実
施されるため、セキュリティインシデントに対して迅速な対応
が可能となる。評価実験では、提案システムの有効性検証のた
め、訓練用データとして 5, 850のセキュリティインシデント
報告が、テスト用データとして 584のセキュリティインシデ
ント報告が利用されている。評価実験の結果「fulldisclosure」
カテゴリでは、True Positive Rate は 0.991、FPR は 0.059

を達成した。

5.2.3 PolySwarm

PolySwarm36) は、マルウェア検知のクラウドサービス
を提供している。利用者は、検査を依頼したいファイルを
PolySwarm を介して複数のセキュリティエキスパートに送
信する。それぞれのセキュリティエキスパートは、独自のア
ンチウイルスエンジンを開発・保有しており、そのアンチウ
イルスエンジンを利用して、当該ファイルの検査を行う。利
用者は、複数のセキュリティエキスパートからの検査結果を
もとに、最終的に当該ファイルがマルウェアか否かを判断す
る。セキュリティエキスパートの検査結果が「正解」であっ
たかは、第三者が判定し評価を行う。「正解」であったセキュ
リティエキスパートには、利用者が支払う報酬金が、仮想通
貨として配布される。PolySwarmにおいて、ブロックチェー
ン技術は仮想通貨とセキュリティエキスパートの評価結果の
保存に活用されている。

5.2.4 CBSigIDS

協調型侵入検知システムの分野においてもブロックチェー
ン技術が注目を集めている 37)。例えば、Liら 38) は IoT環
境における、ブロックチェーン技術を用いた協調型侵入検知
システムのフレームワークである CBSigIDSが提案されてい
る。ブロックチェーン上では、IDSで利用されるシグネチャ
が保存され、コンソーシアム型のブロックチェーンが採用さ
れている。ブロックチェーン技術を利用することにより、信
頼できる中央機関を利用せず、かつ耐改ざん性を保ちつつ、複
数の IDSノード間でシグネチャの共有が可能であると主張し
ている。評価実験では、シミュレーションと実環境において、
攻撃（Worm attack や Flooding attack）を検知しその通信
の遮断に成功したノード数に関して評価を行っている。

5.3 関連研究と本研究との差異
協調型マルウェア検知システムの分野において、複数のア

ンチウイルスソフトウェアを検知結果を利用しマルウェア検
知を行う手法が存在するが、より迅速に、かつ効果的にマル
ウェア検知を行うためにはアンチウイルスベンダの間の連携
は必要不可欠であると考える。しかしながら、複数アンチウイ
ルスベンダ間のマルウェア検知結果に関する情報共有とそれ
らを利用したマルウェア検知に関しては研究がなされていな
い。そこで本研究では、複数のアンチウイルスベンダの間でマ
ルウェア検知結果に関する情報を共有し、それらの情報を利
用したマルウェア検知を行うシステムを提案した。したがっ
て、「得意領域」が異なる複数のアンチウイルスベンダのマル
ウェア検知結果に関する情報を活用し、それらを活用してマ
ルウェア検知精度の向上が期待できる点で上記文献 14)32)33)
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と異なる。
また、近年ブロックチェーン技術はセキュリティ分野にお

いても注目を集めており、データ共有の基盤としてその活用
が期待されている。本研究では、ブロックチェーン技術を活
用したアンチウイルスベンダ間のマルウェア検知結果に関す
る情報共有を提案している。したがって、複数アンチウイル
スベンダ間で情報共有を行っている点で上記文献 34)35)36)38)

と異なる。

6. まとめ

マルウェアはコンピュータだけでなく、インターネットが
基盤となっている現代社会に甚大な悪影響を及ぼすことから、
その検知は重要である。マルウェア感染の被害は今後も増加
していくことが予測される。マルウェア対策のため、我々が
普段利用するコンピュータに、アンチウイルスソフトウェア
を導入しているが、通常 1種類のみのアンチウイルスソフト
ウェアしか導入していない。しかしながら、新種マルウェア
が急増している現代において、単一のアンチウイルスベンダ
では急増するマルウェアへの対策に限界ある。
そこで本研究では、複数のアンチウイルスベンダの間でマ

ルウェア検知結果に関する情報を共有し、それらの情報を利
用したマルウェア検知を行うシステムを提案した。アンチウ
イルスベンダはそれぞれ、独自にマルウェアに関する情報の
収集を行っている。そのため、アンチウイルスベンダそれぞ
れでマルウェア検知に関する「得意領域」が異なると考えら
れる。したがって、「得意領域」が異なる複数のアンチウイル
スベンダ間でのマルウェア検知結果に関する情報を共有し活
用すれば、マルウェア検知精度の向上が期待できる。
評価実験では、提案システムのマルウェア検知精度評価と

性能評価をシミュレーションを通して行った。提案システム
のマルウェア検知精度の評価実験の結果、従来のマルウェア検
知である単一のヒューリスティック方式やビヘイビア方式のマ
ルウェア検知システムを利用した場合と比較して、提案システ
ムの利用によりマルウェアの検知精度は大きく向上すること
が分かった。また、提案システムの性能評価では、マルウェア
検知結果検索性能とブロックチェーンサイズについて評価を
行った。評価実験の結果、コンソーシアム型のブロックチェー
ンプラットフォームとして広く利用されている Hyperledger

Fabricを利用して提案システムを実装した場合は、双方とも
問題ないことを確認した。
最後に、今後の課題について述べる。本研究では、提案シ

ステムにおける Trust managementでノード間で送受信され
る情報や、その流れについて規定した。しかしながら、実際に
悪意のあるノードが発見できるかといった評価実験について
は行っていない。また、アンチウイルスベンダのマルウェア検
知結果共有に対するインセンティブについても検討する必要
がある。すなわち、共有した情報に対する何かしらの利益を
与える仕組みが必要である。アンチウイルスベンダは企業で
ある以上利益を追求する団体である。アンチウイルスベンダ
にとっては、マルウェアの検知精度の良し悪しが競争優位性
に影響を与えるが、マルウェアの検知結果を共有することは
競争優位性に悪影響を与える。しかしながら、アンチウイル

スベンダ間でマルウェア検知結果を共有することは、ユーザ
側でのマルウェア検知精度向上につながる。したがって、ア
ンチウイルスベンダ間においてマルウェア検知結果の共有を
促進するような仕組みが必要である。
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青島地区における避難者の歩行速度を考慮した避難所決定手法の提案

本田 佳鈴 a)・岡崎　直宣 b)・山場　久昭 c)・油田　健太郎 d)

A Proposal of a Shelter Determination Method

Considering Walking Speed of Evacuees in Aoshima Area

Karin HONDA, Naonobu OKAZAKI, Hisaaki YAMABA, Kentaro ABURADA

Abstract

Japan is one of the world’s leading natural disasters countries. In the earthquake that happened
so far in Japan, many evacuees evacuated for the tsunami were being sacrificed. If a tsunami warning is
issued, evacuation behavior can be carried out more safely if all evacuees are grasping information to facilitate
evacuation. In this research, we proposed information combining “full shelter information” and “shelter
information considering walking speed” By grasping full shelter information, we consider that the travel
distance and the time required to complete the evacuation will be shortened. Also, grasping shelter information
considering walking speed into account allows for consideration for children with slow walking speed and elderly
people. Combining these two pieces of information will further shorten the evacuation time. In this study,
in order to investigate the importance of grasping the proposed method, we perform the simulation assuming
evacuation behavior at the time of disaster. Then, we compare evacuation completion rate and evacuation
completion time of the the case where information is not grasped and the proposed method. As a result of
the comparison, when grasping the proposed method, the total evacuation completion time was shortened by
about 350s. In addition, it was possible to shorten the evacuation completion time for children, young people,
and the elderly.

Keywords: evacuation behavior, simulation, scenargie, tsunami, earthquake

a)b)c)d)　　　　　　　　　　
1. はじめに

日本は世界有数の自然災害大国である。台風、地震、津波、
火山噴火などそのリスクは数えきれない程で、毎年多くの被
害が発生している。中でも、日本は北米プレート、ユーラシア
プレート、太平洋プレート、フィリピン海プレートの 4つの
プレートの上に位置するため非常に地震が発生しやすく、世
界で発生する地震の 10%、マグニチュード 6以上の地震に限
定すると 20%以上が日本で起きているとされている 1)。
駿河湾から遠州灘、熊野灘、紀伊半島の南側の海域及び土

佐湾を経て日向灘沖までのフィリピン海プレート及びユーラ
シアプレートが接する海底の溝状の地形を形成する区域を南
海トラフといい、この南海トラフ沿いのプレート境界を震源
とする大規模な地震が南海トラフ地震である。南海トラフ地
震が 30年以内に発生する確率は 70～80%と予測されており、
マグニチュード 8～9級と想定されている。九州の中でも、宮
崎県は震度、津波ともに予測されている最大値が高く、地震
による多大な影響が想定されている 2)3)。
日本は世界でもトップの高齢化社会であり、平成 29年時点

での日本での高齢化率は 27.7%、宮崎県での高齢化率は 31.1%

a)工学専攻機械・情報系コース大学院生
b)情報システム工学科教授
c)情報システム工学科助教
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となっており、高齢化率は今後増加すると予測されている 4)。
また、大規模自然災害による犠牲者のうち高齢者の占める割
合は、およそ 60%以上 5) となっていることから、高齢者の犠
牲者数を抑えるような対策をする必要がある。
これまで日本で起きた地震では、津波により避難途中の避

難者の多くが犠牲となっている。津波警報が発令された場合、
どのような方法で、どこに避難をすべきか、などの情報を把
握できれば、より安全に避難行動を行うことができると考え
られる。
災害時における避難行動を行う上での情報を把握しておく

ことの重要性を調べるため、本研究では災害時の避難行動を
想定したシミュレーションを行う。ここでの情報は 2つある。
1つ目の情報は、本研究室の先行研究 6) で扱っていた「避難
所の満員情報」である。この情報を把握することで、先行研
究では避難完了までにかかる移動距離と時間の短縮ができる
ことを確認した。2つ目の情報は、提案手法の「歩行速度を考
慮した避難所情報」である。この情報を把握することで、歩
行速度の遅い高齢者や子供にも配慮できる。
避難行動のシナリオは、宮崎県の青島地区を対象とした。青

島地区は周囲を海岸線に囲まれ、夏には海水浴客でにぎわっ
ていることから、南海トラフ地震などの大規模災害の際には、
増水などによって避難経路を見失う可能性も高いと考えられ
るため、適切な避難所への避難経路の誘導方法が必要な地域
であると言える。
本研究では、避難者に見立てたエージェントモデルが通信
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によって情報の共有を行う場合と行わない場合を比較し、情
報を共有することによる避難完了者の増加率や避難完了まで
の時間の変化を調べる。

2. 先行研究

本研究室の先行研究 6) では、災害時における避難行動を行
う上での情報として「避難所の満員情報」を提案している。こ
の情報は、避難者が目的地としている避難所が満員であると
き、それを知らずに満員である避難所に到達し、またほかの
避難所に行くと遠回りになってしまい避難完了までにかかる
移動距離と時間が増加してしまう問題を解決するための情報
である。
この問題を解決するため、エージェント全員に通信機を持

たせ、満員により目的地に到達できなかったエージェントの
通信機から、周囲の通信機に満員である避難所の情報が送信
され、情報を受け取ったエージェントはその避難所を目的地
から除外する。除外された目的地に向かっていたエージェン
トは、他の目的地へ移動先を変更することで、避難完了までに
かかる移動距離と時間の短縮ができると考え、青島地区の詳
細な地図を利用してシミュレーションを行った。エージェン
ト設定は、対象人数が 1000人、初期位置は観光地中心、目的
地は 18ヶ所の避難所、歩行速度は 3～5m/s、シミュレーショ
ン時間は 600sとしている。
シミュレーションの結果、避難所の満員情報を把握させた

場合、把握していない場合よりも 70～100sほど早く全員が避
難を完了できた。また、シミュレーション時間中に避難を完
了することができなかった避難者は、避難所の満員情報を把
握させた場合では平均で約 4人、避難所の満員情報を把握さ
せなかった場合は平均で約 77人のエージェントが避難を完了
することができなかった。これらの結果から、避難所の満員
情報を避難者に把握させることで、避難完了までにかかる移
動距離と時間の短縮に有効であることがわかる。
しかし、この先行研究ではエージェント全員の歩行速度が

3～5[m/s]となっており、歩行速度の速い若者と、歩行速度の
遅い子供や高齢者の区別がされていない。よって本研究では、
若者・子供・高齢者それぞれに適切な歩行速度を設定し、より
現実的なシミュレーションを行う。また、避難所の満員情報
に加えて、第 3章で述べる提案手法により子供や高齢者に考
慮することで、さらなる避難完了までの移動距離と時間の短
縮を目指す。

3. 提案手法

本研究では、災害時における避難行動を行う上での情報と
して「歩行速度を考慮した避難所情報」を提案し、先行研究で
提案した「避難所の満員情報」と組み合わせることでさらなる
避難完了までにかかる移動距離と時間の短縮を目指す。歩行
速度を考慮した避難所情報は、歩行速度の遅い子供や高齢者
の移動距離が、歩行速度の速い若者よりも増え、避難時間が
増加する問題を解決するための情報である。例えば、避難者
全員が一斉に非難を開始した場合、若者が 1番近い避難所に
先に到着する。そして 1番近い避難所が満員になると、あと
から到着する子供や高齢者は 1番近い避難所に避難できず次

に近い避難所に避難することになる。同じ距離を移動したと
しても、若者よりも子供や高齢者のほうが移動時間がかかっ
てしまうことから、子供や高齢者の移動距離が増えるとさら
に時間がかかってしまう。よって歩行速度の遅い子供や高齢
者の移動距離はなるべく小さくしたほうが良い。
この問題を解決するため、歩行速度の遅い子供や高齢者は

1番近い避難所に、歩行速度の速い若者は 2番目に近い避難所
に避難させることで、子供や高齢者の移動距離と時間が短縮
できるのではないかと考えた。
本研究では、歩行速度を考慮した避難所情報と避難所の満

員情報の 2つの情報を把握させた時の有効性を調べるため、シ
ミュレーションを行う。また、提案手法の有効性を確認する
ため、歩行速度を考慮した避難所情報のみを避難者に把握さ
せた時のシミュレーションを行う。

4. シミュレーション

本研究では Scenargieを用いてシミュレーションを行った。
Scenargieは、Space-Time Engineering社で開発された離散
事象シミュレータである。現実世界での無線通信や人の行動
の流れをソフトウェア上でシミュレーションし、通信品質や
人の振る舞いをコンピュータ上で評価することが可能である
8)。
避難所の満員情報と歩行速度を考慮した避難所情報を把握

しておくことで、避難完了までにかかる移動距離と時間が短
縮されるという仮説の下、避難者の避難完了の増加率や避難
完了までの時間の変化を調べるため、災害時の避難行動を想
定したシミュレーションを行う。避難完了者の増加率や避難
完了までの時間の変化から、避難行動を行う上での情報を把
握しておくことの重要性を調べる。
本研究では、歩行速度を考慮した避難所情報と避難所の満

員情報の 2つを把握させた場合（歩行満員情報）、提案手法の
有効性を調べるため歩行速度を考慮した避難所情報のみを把
握させた場合（歩行情報）のシミュレーションを行う。また、
比較のため通信機を持たせない場合（通信機無）、避難所の満
員情報だけを適用した場合（満員情報）のシミュレーション
を行う。
情報の共有は、スマートフォンのような携帯端末を用いるこ

とを想定し、シミュレーション上では通信規格 IEEE802.11ac

の通信機を用いて行う。通信機には、通信結果とエージェン
トの行動を連携するためのアプリケーションを実装する。
今回のシミュレーションでは、青島地区を対象にして、避

難行動のシナリオを作成する。青島地区は、周囲を海岸線に
囲まれ、夏には海水浴客でにぎわっている。また、河川も多
く、津波や、それに伴った増水の影響を受けやすいと考えら
れる。そのため、避難経路を知らず避難が遅れる可能性や避
難経路を見失う可能性も高いと考えられるため、適切な避難
所への誘導標識の設定や、避難経路の設定、誘導方法が必要
な地域である。

4.1 実装
今回シミュレーションを行うにあたって、Scenargie はデ

フォルトでは通信とユーザ行動の連携を行うことができない
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ため、通信結果に応じてエージェントの行動を指定する実装
を行った。
歩行情報を実装するため、GetLocationId関数を変更した。

そして、満員情報に関しては先行研究 6)で実装した、Unreach-

ableDestinationNotification関数、ReceivePacket関数を使用
している。また、ArrivedAtDestinationNotification関数は先
行研究 6) で実装したものに変更を加えた。
処理の流れとしては、歩行情報の場合、GetLocationId関

数を使い目的地を決定し、エージェントは移動を開始する。満
員情報の場合、現在位置から 1番近い避難所を目的地として設
定し移動を始め、目的地が到達不可であった場合、Unreach-

ableDestinationNotification関数を呼び出し、到達不可であっ
た避難所の情報を保存しパケットを送信する。パケットを受
信したエージェントは ReceivePacket関数を呼び出し、到達
不可な避難所の情報を保存し設定を行う。歩行情報と満員情
報は、避難が完了すると、ArrivedAtDestinationNotification

関数を呼び出し、目的地到達の通知を行う。歩行満員情報は
歩行情報と満員情報を組み合わせたものである。歩行満員情
報を把握させた場合の送信側と受信側での大まかな処理の流
れを、図 1、図 2 に示す。以下に関数の詳細を記述する。

GetLocationIdは、エージェントが次に移動する目的地を
決定する関数である。1番近い避難所に目的地を設定している
部分を歩行速度が 3.0m/s 未満の場合 1 番近い避難所へ目的
地を設定し、歩行速度が 3.0m/s以上の場合 2番目に近い避難
所へ目的地を設定するよう変更した。

UnreachableDestinationNotification は、目的地に到達不
可の通知を行う関数である。目的地に到達できなかった際に
呼び出される関数であり、到達不可であった目的地の位置情
報を保存し、パケットのペイロードとして送信する。

ReceivePacket は、送信されたパケットを受信する関数で
ある。UnreachableDestinationNotification 関数によって送
信された到達不可な場所の情報を受信、保存し到達不可であ
ると設定を行う。

ArrivedAtDestinationNotification は、目的地に到達の通
知を行う関数である。目的地に到達した際に呼び出される関
数であり、目的地に到達したエージェントの IDと到達時間を
メッセージログに表示する。また、シミュレーションが終了
すると、全員・子供・若者・高齢者それぞれ、時間ごとの避難
完了人数を出力するように変更した。

4.2 実地図に基づくシミュレーション
4.2.1 シナリオ
今回のシミュレーションでは、観光シーズンを想定したシ

ナリオを用意した。対象人数を、9) を基に、宮崎市全体の宿
泊者数の内、青島地区に宿泊した人数の割合である 15%を宮
崎市全体の月別観光入込客数に掛けたものを、青島地区におけ
る月別観光入込客数と仮定し、客数最多である 8月のものを
参考に設定した。そして、歩行速度ごとに避難者を示すエー
ジェントを子供、若者、高齢者の 3つのグループに分類した。
それぞれの人数を宮崎市の年齢別人口 7)の割合から設定した。
また、10) と 11) を基に、青島地区の道路情報に建物の情報や
指定避難所の情報を加え、複数の避難所を目的地として設定
した。シミュレーションは、シナリオに歩行満員情報、歩行情

図 1. 送信側の処理の流れ

図 2. 受信側の処理の流れ

報、通信機無、満員情報を適用した場合で 5回ずつ行い、時
間毎の避難完了人数の平均値を求めた。情報の共有を行う際
は、通信機を通じてエージェント同士で行われる。
エージェント設定を表 1に、シミュレーションの様子を図

3に示す。
表 1. エージェント設定

対象人数 [人] 1000

グループ 子供 若者 高齢者
色 黄 水 黒

人数 [人] 110 611 279

歩行速度 [m/s] 1.0～3.0 4.0～5.0 0.5～2.0

年齢 4～14 15～64 65～100

初期配置 観光地中心
目的地 複数設定された避難所
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図 3. 実地図に基づくシミュレーション

4.2.2 結果

時間毎の避難完了人数の平均値のシミュレーション結果を
図 4に示す。縦軸と横軸はそれぞれ避難が完了した人数とシ
ミュレーション時間の経過時間、赤線は歩行満員情報、黒線
は歩行情報、青線は通信機無、緑線は満員情報を示す。また、
エージェントグループそれぞれの避難完了人数の時間毎の割
合の結果を図 5に示す。縦軸と横軸はそれぞれ避難が完了し
た人数の割合とシミュレーション時間の経過時間、緑線は子
供、青線は若者、黒線は高齢者、実線は歩行満員情報、破線は
通信機無、点線は満員情報を示す。

図 4において、歩行情報と通信機無を比較すると、250sあ
たりから歩行情報が避難完了人数が上回るが、450sあたりに
なると通信機無のほうが避難完了人数が上回る。満員情報と
歩行満員情報を比較すると、150s～450sの間、歩行満員情報
のほうが避難完了人数の増加率が大きい。歩行情報だけでは
あまり良い結果が出ていないが、歩行満員情報は満員情報よ
りも避難完了人数の増加率が大きくなることから、満員情報
や歩行情報単体を把握させるよりも、2つの情報を合わせて把
握させたほうがより良い結果が得られる。歩行満員情報と通
信機無を比べると、歩行満員情報のほうが 170sあたりから避
難完了人数が上回りはじめ、380s時点では 149人多く避難完
了することができ、最大で 174人多く避難することができた
ケースもあった。また、全員が避難を完了した平均時間は、歩
行満員情報が 1450s、通信機無が 1800s以上かかった。

図 5において、歩行満員情報の避難完了人数の割合が 100%

になるのは、子供が 1040s、高齢者が 1470sとなっていた。ま
た、満員情報では、子供が 1090s、高齢者が 1470s となって
おり、歩行満員情報とほぼ等しい。しかし、グラフを見てわ
かる通り子供と高齢者の避難完了人数の割合の増加率は歩行
満員情報のほうが上回っている。若者に関して、歩行満員情
報では、2番目に近い避難所に避難するようにしていることか
ら、200sまで通信機無のほうが避難完了人数の割合が大きい
が、200sを超えたあたりからは歩行満員情報のほうが上回る。
また、若者の避難完了人数の割合が 100%となるのは、歩行満
員情報が 650s、満員情報が 510sとなっている。満員情報のほ
うが、避難完了人数の割合が 100%となる時間が速いが、200s
～450sまでは歩行満員情報のほうが避難完了人数の割合を上
回っている。歩行満員情報と通信機無の避難完了人数の割合
が 100%となる時間を比べると、歩行満員情報のほうが子供が
460s、若者が 110s、高齢者が 330s短縮されていた。

図 4. 避難完了人数の変化（横軸はシミュレーション時間、縦
軸は避難完了人数、赤線は歩行満員情報、黒線は歩行情報、青
線は通信機無、緑線は満員情報）

図 5. グループそれぞれの避難完了人数の割合（横軸はシミュ
レーション時間、縦軸は避難完了人数の割合、緑線は子供、青
線は若者、黒線は高齢者、実線は歩行満員情報、破線は通信機
無、点線は満員情報）

5. まとめ

本論文では、災害時の避難行動を行う上で、「歩行速度を考
慮した避難所情報」と「避難所の満員情報」を把握しておくこ
とで避難完了までにかかる移動距離と時間が短縮されるので
はないかと考え、青島地区の地図とマルチエージェントモデ
ルを用いて、シミュレーションを行った。災害時の避難行動
をシミュレートするにあたって、本研究では Scenargie を用
いた。また、通信結果に応じてエージェントの行動を指定す
る実装を行い、目的地が到達不可である情報を共有し避難者
の歩行速度によって決定した避難所の情報を把握できるよう
にした。
シミュレーションの結果、全員の避難が完了する時間が、歩

行満員情報を把握させた場合、通信機無よりも約 350s短縮さ
れた。また、歩行速度によって分けられたグループの避難完
了までの時間は子供が 460s、若者が 110s、高齢者が 330s短
縮された。
今回のシミュレーションでは、全体の避難完了時間の短縮

と歩行速度の遅い子供や高齢者の避難完了時間を短縮できた
ため、避難所の満員情報の共有と歩行速度を考慮した避難所情
報を把握しておくことは避難者の避難に役立つと言える。ま
た、子供や高齢者よりも遠くに避難するようにした若者の避
難完了時間も短縮できたことから、若者にとっても有効であ
ると言える。
今後の課題として、サーバとの通信を行い避難者全員に情

報がいきわたるようにすることや、特定の道が通行不可になっ
てしまった場合を考慮したシミュレーションを行うことが挙
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げられる。
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Statistical Analysis on Coastal Tourism for Sustainable 
Development 

- A Case Study at Gunung Sewu Global Geopark in Gunungkidul 
Regency, Indonesia - 

 
Arief Eka TIRTAKUSUMAa), Keisuke MURAKAMIb), Yori HERWANGIc) 

 

Abstract 

A coastal tourism is one of the important local development items in Indonesia, and expected to contribute to the 
revitalization of local economic conditions. The objectives of this study are, 1) to identify the influential dimensions as a 
predictor for a sustainable coastal tourism development, 2) to identify some important variables in each dimension, and, 3) 
to reveal the influence of proximity from residential location to the coastline on the perception of local residents about the 
sustainable coastal tourism development. 

This study set the research field on the coastal area of Gunung Sewu Global Geopark in Gunungkidul Regency, and 
conducted a questionnaire survey and a statistical analysis. The analysis revealed that the most influential dimension for 
the sustainable coastal tourism development is the Institutional dimension, and other dimensions, Economic, Environmental, 
and Social dimensions, are follows this dimension. Meanwhile, Community Communication was the most influential 
variables in the Institutional dimension. Also, the variable of Local Income was the most influential in Economic dimension, 
Local Norms was in Environmental dimension, and Cultural Exchange was in Social dimension. The proximity of 
residential location from the coastline affected some local resident’s opinions in the dimension of Institutional, Economic, 
Social and overall sustainability conditions, though there were no influences in Environmental dimension. 

 

Keywords: Coastal, Tourism, Sustainable development, Gunung Sewu, Gunungkidul  
 

1. INTRODUCTION 
 

A coastal tourism is one of the important local 
development items in Indonesia, and is expected to 
contribute 15% of Gross Domestic Product in 20191). 
This economic contribution is supposed to revitalize 
many local economics. On the other hand, the coastal 
tourism also leads some problems such as an 
environmental degradation, economic dependence, and 
other social problems2). 

The development of the sustainable coastal tourism 
has become a worldwide concern in recent years, and 
many researches relate to this topic have been carried 
out. However, there only few researches that deal with 
the important destinations and variables that influence 
the sustainable coastal tourism development based on 
the local resident’s perceptions. 

Based on the above background, this study set three 
objectives. The first objective is to identify the 
important dimensions as a predictor for the sustainable 
coastal tourism development. The second objective is 
to identify the influential variables in each dimension.  
The third objective is to reveal the influence of the 
proximity from residential location to the coastline on 

the perception of local residents about the sustainable 
coastal tourism development.  

This study tries to show some important predictors 
for the sustainable coastal tourism development. These 
predictors are important for a local government in 
making a policy for the sustainable coastal tourism 
development. 
 
2. STUDY AREA 
 

This study set a research field on the coastal area 
of Gunung Sewu Global Geopark in Gunungkidul 
Regency. Gunungkidul Regency, as shown in Figure 1, 
located in the southern part of D.I. Yogyakarta, and it 
is one of the rapidly growing tourist destinations. 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Figure 1.  Study site on the coastal area of Gunung Sewu Global 
Geopark in Gunungkidul  

a)Master Student, Graduate school of Engineering, Environmental 
Course, University of Miyazaki, Japan 

b)Professor, Faculty of Engineering, University of Miyazaki, Japan 
c)Dept. of Architecture and Planning, Universitas Gadjah Mada, 

Indonesia  
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The total number of visitors in Gunungkidul 
Regency was 3,246,996 in 2017, and 86.95% of them 
visited the coastal areas3). Furthermore, it is reported 
that the number of visitors is increasing in the 
following years. The area, shown in Figure 2, is a 
conservation zone known as Gunung Sewu which has 
a large classic tropical karst landscape on Java Island. 
In 2015, UNESCO authorized Gunung Sewu as one of 
the global geological conservation area under the 
support of the Global Geopark Network. 

xx  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 Figure 2.  Coastal area of Gunungkidul Regency 
 

3. RESEARCH METHODS 
 
3.1 Primary data collection 

Questionnaire-based research was conducted to 
obtain the primary data including demographic 
attributes and resident opinions. The first part consists 
of demographic attributes of the respondents, such as 
gender, age, village and district name, education level, 
residence period, and type of livelihood. 

The second part consists of 35 questions. The 
answers were measured by 5-point Likert scale from 1 
to 5, where 1 means “strongly disagree” and 5 means 
“strongly agree” 4). Questions from Q1 to Q8 asked 
economic items, from Q9 to Q17 asked social items, 
from Q18 to Q24 asked environmental items and from 
Q25 to Q32 asked institutional items4). Meanwhile, 
Q33 asked an overall sustainability perception in 
accordance with the current condition of tourism 
development4). Then, Q34 also asked a sense of 
inequality in receiving benefits from coastal tourism 
development in each region. Finally, Q35 asked a 
community benefit obtained from the status of Gunung 
Sewu as a member of UNESCO Global Geopark. 

Primary data were collected from July to August 
in 2018 and March in 2019 at 9 villages shown in 
Figure 1. The villages are on the coastal area, and have 
a potential to be a coastal tourism destination. Table 1 
shows the current population of research area5). Total 
population from 20 years old to 64 years was 34,358. 
The number of samples, n=226 in this study, was 

determined based on the "Tables for Statistics"5). The 
respondents were selected by the proportional random 
sampling method. The number of respondents in each 
village was determined by the "Multi-Stage Sampling" 
method based on the weight of the population as shown 
in Table 14), 6). The survey was conducted on site, and 
had a 100% response rate. 

Table 1. Determination of the number of sample6) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Note : Name of the location in Table 1. 
Kmd = Kemadang; Bjr = Banjarejo; Ngr = Ngestirejo; Sdj 
= Sidoharjo; Tps = Tepus; Pwd = Purwodadi; Blg = 
Balong; Jpt = Jepitu; Sby = Songbanyu. 
 
3.2 Data analysis 

The primary data were analyzed using an open 
source application, R version 3.5.2. Firstly, the data 
were analyzed by descriptive statistical method to 
identify the respondents' characteristics and data 
distribution. The variables in each dimension were 
analyzed to determine the mean value and standard 
deviation. The data from the second part of the 
questionnaire, which is ordinal data in the form of local 
people's opinion, were analyzed for its validity and 
reliability. 

Secondly, valid variables were analyzed using the 
Principal Component Analysis, PCA, to measure the 
loading factor of each variable, and this study obtained 
the factor scores for the next analysis. The influential 
variables in each dimension for sustainable coastal 
tourism development were determined based on the 
loading factor of each variable. 

Thirdly, the factor scores generated from PCA 
were analyzed with using Generalized Linear Models, 
GLM, analysis to identify the effect of each dimension 
on overall sustainability condition. Finally, Kruskal-
Wallis test was applied to reveal the influence of the 
proximity from residential location to the coastline on 
the perceptions of local residents about coastal tourism 
development. 
 
4. DATA ANALYSIS AND RESULTS 
 
4.1 Respondent attributes 

The first part of the questionnaire was analyzed to 
obtain the demographic attributes of the respondents. 
60.6% of the respondents was male, n=137, and 39.4% 
was female, n=89.  

Kmd Bjr Ngr Sdj Tps Pwd Jpt Blg Sby
20 to 24 466    334    373    436    627    597    252    285    248    3,618   
25 to 29 494    386    310    393    615    478    267    262    201    3,406   
30 to 34 445    342    381    403    632    471    265    231    202    3,372   
35 to 39 545    442    481    521    741    507    287    260    215    3,999   
40 to 44 464    428    494    557    725    525    344    272    223    4,032   
45 to 49 641    521    518    600    833    709    406    365    327    4,920   
50 to 54 516    426    378    499    667    581    326    305    280    3,978   
55 to 59 476    388    396    495    661    571    327    242    276    3,832   
60 to 64 385    371    345    372    520    453    266    229    260    3,201   

 Population  4,432 3,638 3,676 4,276 6,021 4,892 2,740 2,451 2,232 34,358 
 Weight 0.13   0.11   0.11   0.12   0.18   0.14   0.08   0.07   0.06   1.00     
 Sample Size 30      24      24      28      40      32      18      16      14      226      

Age Group Kc. Tanjungsari Kc. Tepus Kc. Girisubo TOTAL
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Table 1 shows the age distribution of respondents. 
The majority of respondents, 64.6%, was from 31 years 
to 60 years. For education level, 50% of the 
respondents, n=180, was below junior or middle school 
education, and 48.7%, n=43, was over high school 
education.  

The majority of respondents, 75.6%, have been 
living in the study area more than 25 years. A half of 
the respondents, 50.0%, settled near the coastline, and 
50.9% of the respondents had a job relates to a tourism. 
 
4.2 Evaluation of dimensions 

Table 2 shows the mean value of each question in 
economic dimension, from Q1 to Q8. Six variables, X1, 
X3, X8, X2, X5, and X6, were assessed positively in 
mean value higher than 3.5. Meanwhile, the two other 
variables, X4 and X7, showed relatively negative 
answers which were below 2.5. 

 
Table 2. Evaluation of economic sustainability 

Question Variable Mean S.Dev 
X1 Tourism provides benefits in 

increasing people's income in this 
area. 

Local Income 3.95 0.965 

X3 Tourism creates better 
employment opportunities for 
people in this area. 

Job Opportunity 3.90 0.949 

X8 Tourism creates more and better 
marketing locations for local 
products in the region. 

Market for Local 
Product 

3.86 0.896 

X2 Tourism creates diversity in the 
economic sector in this area. 

Livelihood 
Diversification 

3.85 0.951 

X5 In general, the quality and 
quantity of goods and services in 
this area has improved since the 
development of tourism. 

Goods and 
Services 

3.79 0.922 

X6 This area has better infrastructure 
(roads, power lines, water supply 
and transportation) due to tourism 
development. 

Infrastructure 3.78 0.994 

X4 The prices of goods and services 
(food, health, education, etc.) 
become more expensive due to 
the development of the tourism 
sector.* 

Living Cost 2.66 1.080 

X7 Tourism causes property prices 
(land and buildings) in this area 
to increase.* 

Local 
Investment 

2.03 0.904 

 
Table 3. Evaluation of environmental sustainability 

Question Variable Mean S.Dev 
X18 Tourism development in this 

area makes the surrounding 
environment more interesting. 

Destination 
Attractiveness 

4.02 0.797 

X23 Tourism development in this 
area raises public awareness of 
environmental protection and 
sustainability. 

Environmental 
awareness 

3.80 0.789 

X20 Waste management in this area 
is getting better because of 
tourism development. 

Waste 
management 

3.42 1.031 

X19 Tourism causes environmental 
pollution (water, land and air) 
in this area.* 

Pollution 3.17 1.016 

X24 Tourism causes karst 
environmental conditions in this 
area to be damaged.* 

Geodiversity 
conservation 

3.12 0.972 

X21 The large number of tourists 
visiting this area disturbs the 
preservation of animals and 
plants.* 

Biodiversity 
conservation 

3.12 1.123 

X22 Tourism activities lead to 
increased use of water and 
energy resources in this area.* 

Resources 
utilization 

2.31 0.849 

Table 4. Evaluation of social sustainability 
Question Variable Mean S.Dev 

X13 The recreational facilities for 
the local community are 
becoming more due to the 
development of tourism. 

Recreation 
facilities 

3.89 0.946 

X17 Local people have a broader 
knowledge insight because 
of the interaction that occurs 
in tourism activities. 

Cultural 
exchange 

3.86 0.756 

X16 The lifestyle of people in this 
area has changed since the 
development of tourism. 

Lifestyle 3.85 0.868 

X15 Women get more 
opportunities (education, 
jobs, etc.) because of tourism 
development. 

Gender equity 3.85 0.723 

X12 The opportunity to obtain 
education / vocational 
training in this area increases 
due to the development of 
tourism. 

Education level 3.72 0.947 

X11 Local traditions are becoming 
less important because of the 
development of tourism in 
this area.* 

Local 
culture/tradition 

3.00 1.106 

X14 The large number of people 
from outside the region who 
came to this area made the 
life of local people 
disturbed.* 

Circular 
migration 

2.99 1.091 

X9 Tourism causes an increase 
in cases of criminality 
(alcoholism, vandalism, etc.) 
in this area.* 

Local safety 2.97 1.241 

X10 Tourism has negative effects 
on the norms and values of 
local wisdom in this area.* 

Local  norms 2.92 1.169 

 
Table 5. Evaluation of institutional sustainability 

Question Variable Mean S.Dev 
X27 Local people must be relatively 

independent in tourism 
management in their area. 

Independence of 
Management 

3.76 0.873 

X28 Local governments encourage 
local community participation in 
tourism development. 

Community 
Participation 

3.73 0.865 

X32 Local governments recognize and 
protect local people to develop 
businesses in the tourism sector. 

Legal Protection 3.68 0.945 

X31 Local governments provide 
capital assistance and training to 
local communities in business 
development in the tourism 
sector. 

Community 
Empowerment 

3.66 0.945 

X29 Local people can be involved in 
the decision-making process for 
tourism development in this area. 

Decision Making 3.64 0.934 

X30 Long-term planning by local 
governments can control the 
negative impacts of tourism on 
social, economic and 
environmental aspects. 

Tourism 
planning 

3.54 0.976 

X25 Local people are more involved in 
managing (management) tourism 
in this area. 

Local 
management 

3.46 0.976 

X26 There is good communication 
among the parties involved in the 
policy-making and decision-
making process in this area. 

Community 
Communication 

3.42 0.950 

 
Table 3 shows the mean value of each question in 

environmental dimension, from Q18 to Q24. The most 
of the variables in the environmental dimension were 
evaluated positively except X22 that had a mean value 
less than 2.5. 

Table 4 shows the mean value of each question in 
social dimension, from Q9 to Q17. Five variables, X13, 
X17, X15, X16, and X12, were rated positively in mean 
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value, but four variables, X11, X14, X9, and X10, were 
scored slightly negative less than 3.0. 

Table 5 shows the mean value of each question in 
institutional dimension, from Q25 to Q32. All variables 
in the institutional dimension were evaluated positively. 
 
4.3 Overall sustainability condition 

Figure 3 shows the answer distribution of Q33. 
67.7% of the local population positively stated the 
coastal tourism. While 6.2% evaluated negatively, and 
the rest of 26.1% had neutral opinions. The similar 
result was seen in Table 6. The mean value exceeded 
3.5, and the development for coastal tourism was 
understood positive by local residents. 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
Table 6. Mean score for overall sustainability 

Question  Mean S.Dev 
Y1 At present, overall development of tourism 

in this area is positive and sustainable. 
3.73 .902 

 
4.4 Disparity of tourism benefits 

Q34 showed the disparity of benefits from the 
coastal tourism development. Table 7 shows the mean 
value of Q34. The mean value of Y2 was 2.96, and the 
people feel some problem in tourism benefits. 

Figure 4 shows the answer distribution of Q34, 
and it seems like a normal distribution. 28.3% of local 
people felt the benefit inequality, and 30.5% had the 
opposite answer. Meantime, 41.2% of the respondents 
had the neutral opinion. 

Table 7. Mean score for overall sustainability 
Question Mean S.Dev 

Y2 The benefits of tourism development only 
perceived by some community groups.* 

2.96 1.021 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

From the cross analysis between Q33 and Q34, 
67.7% of positive response in Q33 dropped to 28.3% 
when the respondents consider the equality in receiving 
benefits from coastal tourism development. On the 
other hand, negative response in Q33 increased from 
6.2% to 30.5% by considering the equality of benefits. 
This means that sustainable tourism development 
strongly relates to the equality of benefits obtained 
from the development. 
 
4.5 Determination of sustainability predictor 

Due to the validity test, variables X4, X7, and X22 
were excluded in the subsequent analysis. The 
reliability test for thirty-three valid variables produced 
a Cronbach's α coefficient higher than 0.8. It means that 
the instrument used for data collection in this study was 
classified as a good reliable instrument. 

Based on the calculation of Communalities 
Extraction Value, CEV, in the first phase of PCA, 
variables X8, X20, and X30 were excluded from the 
analysis because their CEV score was lower than 0.4. 

From above processes, twenty-six variables were 
analyzed to identify their effects on four dimensions. 
As shown in Table 8, each variable was categorized by 
choosing higher score of loading factor.  

Table 8. Rotated component matrix of PCA 
Code Variable DECO DENV DINS DSOC 
X1 Local income 0.813 0.126 0.216 0.035 
X2 Livelihood 

diversification 
0.775 -0.059 0.304 0.005 

X3 Job opportunity 0.792 0.082 0.180 0.031 
X5 Goods and services 0.590 -0.218 0.195 0.273 
X6 Infrastructure 0.667 -0.051 0.302 0.034 
X9 Local safety -0.014 0.841 -0.062 0.040 
X10 Local  norms -0.176 0.852 -0.017 -0.085 
X11 Local culture/tradition -0.227 0.776 0.047 -0.203 
X12 Education level 0.425 -0.148 0.321 0.513 
X13 Recreation facilities 0.530 -0.062 0.173 0.446 
X14 Circular migration -0.195 0.685 0.026 -0.235 
X15 Gender equity 0.541 -0.100 0.089 0.472 
X16 Lifestyle -0.069 -0.282 0.302 0.614 
X17 Cultural exchange -0.017 -0.182 0.209 0.641 
X18 Destination 

Attractiveness 
0.267 0.074 0.090 0.599 

X19 Pollution 0.142 0.671 -0.170 0.005 
X21 Biodiversity 

conservation 
0.202 0.750 -0.305 0.106 

X23 Environmental 
awareness 

0.042 0.237 0.093 0.608 

X24 Geodiversity 
conservation 

0.064 0.569 -0.107 0.403 

X25 Local management 0.086 -0.004 0.674 0.171 
X26 Community 

Communication 
0.226 -0.029 0.770 0.022 

X27 Independence of 
Management 

0.419 -0.121 0.548 0.020 

X28 Community Participation 0.437 -0.061 0.616 0.230 
X29 Decision Making 0.261 -0.214 0.639 0.139 
X31 Community 

Empowerment 
0.174 -0.083 0.597 0.288 

X32 Legal Protection 0.353 -0.090 0.595 0.215 

The Economic dimension, DECO, consists of 
variables X1, X2, X3, X5, X6, X13, and X15. The 
Environmental dimension, DENV, also consists of 
variables X9, X10, X11, X14, X19, X21 and X24. The 
Institutional dimension, DINS, consists of variables 

Overall Sustainability 

Strongly      Disagree            Neutral             Agree          Strongly 
Disagree                                                                                Agree            

Benefit Sharing Disparity 

Strongly      Disagree            Neutral             Agree          Strongly 
Disagree                                                                                Agree            

Figure 4. Frequency of disparity of tourism benefits 

Figure 3. Frequency of overall sustainability opinion 
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X25, X26, X27, X28, X29, X31, and X32, and the 
Social dimension, DSOC, also consists of X12, X16, 
X17, X18, and X23. The total variance explained by 
four factors was 57.4%. 

Factor scores generated by PCA was employed as 
independent variables in the GLM analysis to identify 
the influential dimension for the sustainable coastal 
tourism development. 

Table 9 shows the significance value obtained 
from GLM analysis. The value of all dimensions were 
less than 0.05. This means that the dimensions are 
statistically significant, and have a strong influence on 
the overall sustainability condition, Y1. β-value also 
says the influence of each dimension on the overall 
sustainability condition. 
Table 9. Result of GLM analysis 

Dimension β-value Std. Err z value Pr(>|z|) Sig. 
(Trshld)1|2 -4.090 0.418 --9.774 - - 
(Trshld)2|3 -3.566 0.349 -10.209 - - 
(Trshld)4|4 -0.955 0.168 -5.665 - - 
(Trshld)4|5 2.280 0.228 9.991 - - 
DECO 0.817 0.153 5.335 9.55e-08 *** 
DENV 0.777 0.150 5.181 2.21e-07 *** 
DINS 0.858 0.158 5.417 6.06e-08 *** 
DSOC 0.635 0.145 4.358 1.31e-05 *** 
Sig. codes:  0 '***'; 0.001 '**'; 0.01 '*'; 0.05 '.'; 0.1 ' '; 1 

 
4.6 The influence of residential proximity 

Table 10 shows the results of Kruskal-Wallis test. 
The p-value in DINS, DECO, DSOC, and Y1 is lower 
than 0.05, and this means that there are difference 
opinions depending on the residential proximity to the 
coastline. On the other hand, the p-value in DENV is 
higher than 0.05, and this means that people have a 
similar opinion. 
Table 10. Result of Kruskall-Wallis test 
 DINS DECO DENV DSOC Y1 
Chi-Sqr 5.7013 5.3192 0.15501 6.3299 11.599 
Df 1 1 1 1 1 
p-value 0.01695 0.02109 0.6938 0.01187 0.00066 
 
5. DISCUSSIONS 
 
5.1 Priority of dimensions 

This study implemented an analytical framework 
based on the Prism of Sustainability theory, PoS7) to 
propose the tourism development priorities on the 
coastal area of Gunung Sewu Global Geopark. Figure 
5 shows the priority of dimensions in sustainable 
tourism development. 

The priority was determined based on the β-value 
as presented in Table 9. The higher β-value was chosen 
as a higher the priority level. This study identified that 
the institutional dimension was the strongest predictor 
of coastal tourism development at the study site. 
Second priority was the economic dimension, and the 
environmental dimension and the social dimension 
were listed in order. 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
5.2 Detailed discussion in each dimension 

The development priorities in each dimension are 
discussed in this subchapter. The priority of each 
variable was determined based on the loading factor of 
PCA as shown in Table 8. The higher loading factor 
becomes a higher the priority.  

 
a) Institutional dimension 

Institutional sustainability means a condition that 
all stakeholders actively participate in the process of 
decision-making and policy implementation4). Table 
11 shows the coastal tourism development priorities in 
the Institutional dimension. 

Based on the field observation, problems and 
conflicts in the tourism development sometimes occur 
due to the insufficient communication between 
stakeholders. The sufficient communications should be 
taken between stakeholders as the first priority in the 
tourism development. 

Table 11. Priority in the Institutional dimension 
Code Variable DINS Priority 

X26 Community Communication 0.770 1st 
X25 Local Management 0.674 2nd 
X29 Decision Making 0.639 3rd 
X28 Community Participation 0.616 4th 
X31 Community Empowerment 0.597 5th 
X32 Legal Protection 0.595 6th 
X27 Independence of Management 0.548 7th 
 
b) Economic dimension 

Economic dimension is the second priority in the 
sustainable coastal tourism development. This relates 
to some conditions such as the human welfare and the 
employments stability4). As shown in Table 12., the 
local income is the first propriety to gain economic 
benefits9). Tourism development is expected to 
increase the local incomes by expanding job 
opportunities as well as various employment options. 

Table 12. Priority in the Economic dimension 
Code Variable DECO Priority 

X1 Local Income 0.813 1st 
X3 Job Opportunity 0.792 2nd 
X2 Livelihood Diversification 0.775 3rd 
X6 Infrastructure 0.667 4th 
X5 Goods and Services 0.590 5th 
X15 Gender Equity 0.541 6th 
X13 Recreational Facilities 0.530 7th 

Environment

Institutional 

Economic 

Social 

1st 

2nd 

3rd 

4th 

Sustainable Coastal 
Tourism Development 

Figure 5. Development priority of dimensions 
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c) Environmental dimension 
Environmental dimension relates to pressures on 

preserving physical environments in the development 
area. This limits the utilization of natural resources to 
produce sustainable prosperity4). Environmental 
dimension also says the importance of sustainable 
development with local cultures10). 

Table 13 shows the coastal tourism development 
priorities in the environmental dimension. This study 
reinforced the importance of local culture such as local 
norms, local safety and local traditions. Furthermore, 
they are effective media to promote and develop 
coastal tourism sustainability. 

Table 13. Priority in the Environmental dimension 
Code Variable DENV Priority 

X10 Local Norms 0.852 1st 
X9 Local Safety 0.841 2nd 
X11 Local Traditions 0.776 3rd 
X21 Biodiversity Conservation 0.750 4th 
X14 Circular Migration 0.685 5th 
X19 Pollution 0.671 6th 
X24 Geodiversity Conservation 0.569 7th 
 
d) Social dimension 

Social dimension includes overall conditions  
associated with accessibility to resources and facilities 
in sustainable coastal tourism development4). Table 14 
shows the list of higher priority variables. Cultural 
exchange is the first priority, and allows local 
communities to gain new knowledge to broaden their 
perspectives. This activity would increase the 
competitiveness of local communities to improve their 
welfare. 

Table 14. Priority in the Social dimension 
Code Variable DSOC Priority 

X17 Cultural Exchange 0.641 1st 
X16 Lifestyle 0.614 2nd 
X23 Environmental Awareness 0.608 3rd 
X18 Destination Attractiveness 0.599 4th 
X12 Educational Level 0.513 5th 
 
5.3. Effect of residential proximity to the coastline 

on the opinion of local residents 
There were some different opinions in each 

dimension except environmental dimension depending 
on the research area. People who live further from the 
coast tended to hesitate the coastal tourism 
development. This is due to the reason that people who 
live further from the coast tend to have less benefits of 
coastal tourism development than people who live near 
the coast. This difference may lead a dissatisfaction in 
the coastal tourism development among the local 
community.  

Meanwhile, flimsy environmental opinions were 
observed common to all the research area. It seems to 
be related to the lack of a correct understanding of the 
environment. In hearing survey, local people tended to 

believe that the surrounding environment could be 
maintained fine as long as there is no negative impact 
on their economy. 
 
6. CONCLUSIONS 
 

This study investigated the important predictors 
for the sustainable coastal tourism development. Four 
important dimensions were identified in the order of 
priority as Institutional, Economic, Environmental and 
Social. In each dimension, this study also listed the 
important variables in order. For example, variables 
such as community communication, local management 
and decision making in Institutional dimension were 
the important factors in considering the sustainable 
coastal tourism development.  

There are many factors involved in regional 
development in a complex way. The statistical method 
employed in this study could be one of the useful 
analytical tools to decide the effective approaches 
objectively in sustainable coastal tourism development.  
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Efficient Transportation of Disaster Waste in Jetis 
Region, Bantul Regency, Yogyakarta 
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Abstract 

Bantul Regency had Yogyakarta Earthquake in 27th May, 2006. Jetis region in Bantul Regency had severe 
damages due to this earthquake. After this experience, Bantul government needed to have the assessment of earlier 
disaster waste disposal for a next supposed earthquake. Therefore, this study sets two purposes as, 1) to find a disposal 
location of disaster waste in Jetis region, 2) to find an efficient transportation that considers both time and cost.  

This study revealed that the total volume of waste generated under a supposed earthquake in Jetis region is 
92.883,2 tons. This volume required a disposal area with 80.111,76 m2, and Karang Semut, which has 9 ha, was 
proposed in this study. This study set 3 scenarios to evaluate the fastest road network to disaster waste disposal using 
Djikastra algorithm. This study also set another 4 scenarios, to investigate efficient tranportation of disaster waste with 
considering both time and cost by using Hauled Container System.  As a result, the time for disaster waste disposal in 
Jetis takes 20 to 22 days with using 60 trucks, and for 8 to 9 days with 150 trucks. The trucks are allocated 
simultaneously in each village, it takes more days for waste disposal. The total cost is estimated from  
Rp.715,020.678.23  to Rp.787,828,088.07 depending on the senario. 
 
Keywords: Disaster waste, Optimum Transportation, Djikstra Algorithm, Hauled Container System 
 

1. INTRODUCTION 
Earthquake is a major natural disaster in Indonesia. 

One of the examples is Yogyakarta Earthquake that 
occurred on May 27, 2006, and the magnitude was 5.9 
in Ritcher scale. Damages in Bantul Regency, the 
research area of this study, were about 4,143 casualties 
and 78,622 heavily house damage. The total volume of 
disaster waste was estimated 2,900,000 tons, and also 
950,000 tons in Bantul Regency 1). 

Jetis is a region in Bantul Regency. 70% of houses 
in this region were destroyed by this earthquake. Each 
village in Jetis region had a different damage, and 
generated a different volume of disaster waste. From 
this event, the local government understood the 
importance of a disaster waste management. 

In the management of disaster waste in Indonesia2), 
local governments need to clear the methods for 
handling disaster waste as, 1) securing a temporary or 
final disposal location, 2) transporting the wastes to 
the disposal place, 3) monitoring the proper disposal. 
In addition to these items, the recycling of waste is an 
important policy in disaster waste problems.  

An earthquake disaster often damages the road 
network. The network damage sometimes causes a 
difficulty in disaster recovery. For example, it 
prolongs the disaster recovery and expand a recovery 
budget. In order to realize an earlier recovery from 
disaster damages in Jetis region, it is important to 
assess the disaster waste management from the 
viewpoint of the availability of road network and the 
cost of the waste transportation. 

From above background, this study set the 
following two objectives. 1) to show an appropriate 
disposal place in Jetis region. 2) to assess an efficient 
waste transportation with regarding transportation 
distance, time, and cost. 

 
2. EVALUATION METHOD 
 
2.1 Configurations of study area 

The location of  Jetis region is shown in Figure 1. 
Jetis is one of 17 sub-districts in Bantul Regency. Jetis 
area is 2,447ha, and is divided into four villages. The 
northern part consists of Sumberagung Village and 
Trimulyo Village, while in the southern part consists 
of Patalan Village and Canden Village. Jetis locates 
near Opak Fault and the region has a higher 
earthquake potential as shown in Figure 2. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Figure 1.  Location of research area, Jetis region in 

Bantul Regency 
 

a) Master Student, Graduate school of Engineering, Environmental 
Course, University of Miyazaki, Japan 

b) Professor, Faculty of Engineering, University of Miyazaki, Japan 
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Table 1 shows the number of damaged houses by 
Yogyakarta Earthquake in 20062).  In this earthquake, 
Bantul area had the largest damage. The heavy 
damaged houses were 78.622, and the light damaged 
houses were 69.818. From those damages, the total 
disaster waste was estimated 950,000 tons3). 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Figure 2. Earthquake hazard map in Bantul Regency. 
 
Beside Bantul area, Kulon Progo, Gunungkidul, 

Sleman and Yogyakarta city had the earthquake 
damages. Based on these damages, Maryono4) 
estimated the total volume of disaster waste as 
2,900,000 tons.  

Jetis area also had a large impact by Yogyakarta 
Earthquake in 2006. Table 2 shows the number of 
damaged houses in each village in Jetis area. This 
research evaluates the location of the disaster waste 
disposal area in Jetis region. The location accepts the 
disaster wastes from each village, when an earthquake  
produces the amount of disaster waste. 
 
Table 1. Number of house damages due to Yogyakarta 

Earthquake in 20065) 
 

Regency 
House damages (unit) 

Heavy 
Damage 

Light 
Damage 

Kulon Progo 4,009 5,134 

Bantul 78,622 69,818 

Gunungkidul 2,957 5,783 

Sleman 6,186 16,065 

Yogyakarta   4,129 10,219 

Total 95,903 107,019 

 
This research employs trucks with a capacity of 

10 tons. This size is commonly available in Indonesia. 
Bantul Regency can provide 60 trucks by itself. In 
addition to this number, there is a possibility to 

increase the number of tracks up to 150 by the support 
from Yogyakarta Province. 
 
Table 2. House damages due to Yogyakarta earthquake in 2006 
 

No 
Village in Jetis Level of Damage 

Region Totally Damage Heavy Damage Light Damage 

1 Patalan 2.799 392 82 

2 Sumberagung 2.263 1.218 221 

3 Canden 3.008 116 13 

4 Trimulyo 3.286 884 348 

Total 11.356 2.610 664 
Source: Recapitulation data of earthquake natural  disaster (Jetis Region 

office,2006)  
 
2.2 Location of disaster waste disposal place and 
road network  

Figure 3 shows the disposal place of disaster 
waste and road network in Jetis region. The disposal 
place is located in Karang Semut, where this location 
has a area of 9ha. This locatian is selecteed by 
considering the total volume of disaster waste, 
proximity from each village and availability of open 
space in Jetis region. 

This study uses Dijkstra's Algorithm6) to find a 
suitable place for disaster waste disposal. This is a 
transportation modeling which finds the fastest path 
from an origin to a destination with using a directional 
graph. The algorithm finds a path from a current node 
to an optimal node at each step. This study sets some 
scenarios, which are mentioned in next subsection, 
and assesses an efficient route for the disaster waste 
disposal. 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Figure 3.  Proposed disposal location and road network 

in Karang Semut, Jetis 
 
2.3 Estimation of disaster wastes 

Based on the estimation by Indonesian National 
Board for Disaster Management, BNPB, the total 
number of damaged houses in Bantul is estimated 
148,4805). According to the previous study by Boen 
T.7), the average number of disaster waste generated 
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by a damaged house is accounted 6.4 tons. This study 
used this number to estimate the volume of disaster 
waste in each village. 

This study estimates the volume of solidified 
waste with using following equation (1). 

 

     V A E                           (1) 

where V is solid waste volume, A is a volume of waste, 
and E is a compaction rate assumed 1.5 ton/m3 8). 

In Patalan village, the total number of damage 
houses is estimated 3,273, and the waste can be 
estimated 20,947.2 ton. In Sumberagung village, the 
damage houses are 3,702 and the wastes are 22,944 
tons. In Canden village, the houses are 3,137 and the 
wastes are 20,076.8 tons. In Trimulyo village, the 
houses are 4,518 houses and the wastes are 28,915.2 
ton. The total wastes in Jetis are 92,883.2 tons. 

The area of disposal place was calculated by the 
following equation (2). 

 

         VL r
T

                          (2) 

where L is the area of disposal place, T is a landfilled 
height (2m in this study), r is a margin factor, 1.15. 

From equation (1), the total volume of solid 
waste in Jetis region is estimated 139,324.8 m3. Also 
from equation (2), the area for disposal place is 
estimated 80,111.76 m2. Regarding the available open 
space in Jetis region, the study set Karang Semut, 
which has 9 ha, as the disaster waste disposal place in 
Jetis region 

 
2.4 Scenarios set in this study 

This study firstly set three scenarios to discuss 
the influence of network damages on time that is 
needed to complete the waste disposal in Jetis region.  

In scenario 1, all road networks are available 
without any damages. In scenario 2, only the wider 
roads more than 7 m capacity can be used for the waste 
transportation. In scenario 3, only the narrow roads 
less than 4 m and wider roads away from residential 
house can be used.  

Secondly, this study also set four scenarios to 
investigate the efficient tranportation of disaster waste 
with considering both time and cost. In scenario 4, 60 
trucks are used for transportation of waste, and 150 
trucks in scenario 5. The transportation is carried out 
in both scenario by allocating all trucks to each village 
in turn. In scenario 6, 15 trucks are allocated 
simultaneously to each village, total is 60 trucks. In 
scenario 7, a total of 150 trucks are also allocated to 
Canden 37, 38 to Sumberagung, 37 to Patalan and 38 
to Trimulyo, simultaneously. 

2.5 Evaluation of transportation time and cost 
This study calculate the number of trips with 

equation (3), that is based on Hauled Container 
System,  HCS,  method9).  

 

       (1 ) ( 1 2)
( ) ( )d

W H t tN
pc ac dbc s a bx

  


    
        (3) 

where Nd is the number of trip per day, W is an off 
route factor, H is a length of working day (hour/day), 
t1 is a time from origin area to disposal place, t2 is a 
time from disposal place to origin area, pc is a pick-up 
time per trip (hour/trip), ac is a time required to 
unload empty container, (hour/trip), dbc is an average 
time spent driving between container locations 
(hour/trip), s is a  at-site time per trip (hour/trip), a is 
an empirical haul constant (hour/trip), b is also an 
empirical haul constant (hour/km), and x is a  
round-trip haul distance (km/trip). 

In this study, time for pick up loaded and deposit 
empty container, pc+ac, was assumed 1.5 hour, and 
the time at the site, s, was also assumed 30 minutes. 
The trucks run with a constant speed as 30 km/h 

This study assumed the use of truck with 10tons 
capacity, and the cost for renting a truck, including the 
cost for driver and fuel, is supposed Rp.587.650.74.  
 
3. RESULTS AND DISCUSSIONS 
 
3.1 The fastest transportation network 

In Canden village, the fastest route from the 
origin “A” disposal location “K” is A - B1 - C 1- D1 - 
E1 - F1 - K in scenario 1 as shown in figure 4. The 
distance from A to K  is 7.7 km and  the time of 
transportation is 17 minutes. In scenario 2, the route is 
A - B3 - D3 - D1 - E3 - I2 - J1 - K, the distance is 8.9 
km and the time is 17 minutes 48 seconds. In scenario 
3, the route is A – B1- C1 - D1- E2 - F1 - I1 - K, the 
distance is 8,2 km, and the time is 18 minutes 24 
seconds. 

The result of the fastest tanspotation network in 
each village is summarized in Table 3.   

From Table 3, scenario 1 provides the fastest 
route to disposal place from Canden, Patalan, 
Trimulyo village. While in Sumberagung village, the 
fastest route to the disposal place is in scenario 2. 
 
3.2 Evaluation of time and cost  

This subchapter evaluates the time and cost for 
waste transportation depending on the allocation of 
the trucks in each transportation network discussed in 
previous subchapter 3.1.   

In Canden village, it takes 20 days for the waste 
transportation in scenario 4, that allocates 60 trucks 
for each village in oder under the transportation 
network of scenario 1. It also takes 21 days for the 
waste transportation under the transportation network 
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Figure. 4.  Transportation network in Canden village 

 of scenario 2 and scenario 3. The total cost for the 
waste transportation at Canden village is Rp. 
715,020,678.23 in scenario 1, Rp. 729,917,946.99 in 
scenario 2, and Rp. 743,922,139.13 in scenario 3. 
 
Table 3. Result of the fastest network of each village in Jetis 

region 

Villages Scenario Route Length 
(km) Time 

Canden 

1 A-B1-C1-D1-E1- 7,7 17 min 0 
sec F1-K 

2 A-B3-D3-D1-E3- 8,9 17 min 
48 sec I2-J1-K 

3 A-B1-C1-D1-E2-  8,2 18 min 
24 sec F1-I1-K 

  1 A-B1-D2-E3-H1- 5,25 11 min 
30 sec   I2-J 

Sumber 2 A-B2-D1-E1-F1- 5,4 10 min 
54 sec agung G1-H1-I2-J 

  3 A-B1-D2-E2-G1- 5,55 12 min 
41 sec   H1-I3-J 

Patalan 

1 A-B2-D3-E4-F2- 7,9 16 min 
12 sec H2-I2-J1-K 

2 A-B1-C1-D1-E1- 8,7 18 min 
34 sec F1-K 

3 A-B2-D3-E5-F2- 8,4 19 min 
10 sec H2-I2-J2-K 

Trimulyo 

1 A-B1-D2-E2-F 1,65 3 min 24 
sec 

2 A-B2-C2-D2-E2-F 1,8 4 min 0 
sec 

3 A-B3-C2-D2-E3-F 1,9 4 min 41 
sec 

 
Table 4 summarizes the time and cost for the 

waste transportation at each village in scenario 4 under 
the network of scenario 1, scenario 2, and scenario 3.  

Table 5 also summarizes the time and cost in 
each village in scenario 5. Futrhermore,  Table 6 and 
Table 7 shows the time and cost for the waste 
transportation in scenario 6 and scenario 7.  

Judging from the comparison between Table 4 
and Table 5, larger number of trucks make a waste 

disposal period shorter. This can be seen between 
Table 6 and Table 7. Of course, scenario 1 is faster 
than scenario 2 and scenario 3 due to the availability 
of the networks, though difference of disposal period 
seems smaller between scenario1, scenario2, and 
scenario 3. 

Furthermore, as shown in Table 4 and Table 6, 
the waste disposal period in scenario 4 is faster than 
that in scenario 6. This means that all trucks should be 
allocated to each village in turn. Allocating the even 
number of trucks to each village seems disadvantage 
in earlier waste disposal. The same result can be seen 
between Table 5 and Table 7. 

On the other hand, the total cost in scenario 1 
shown in the tables from Table 4 to Table 7 is the 
same . This is because the total number of trucks used 
in the waste disposal period is the same in each 
scenario. The same result can be seen in scenario 2 and 
scenario 3. The total cost relates to the waste disposal 
period, and the cost in scenario 1 is lower than 
scenario 2 and scenario 3. This indicates the 
importance of keeping the networks availabe for 
completing the disaster waste disposal earlier after a 
huge earthquake event.  

 
Table 4. Results of time and cost for waste transportation in 

scenario 4 with 60 trucks for each village 

Villages scenario days Total cost (Rp.) 

Canden 
1 20  715.020.678  
2 21 729.917.947  
3 21 743.922.139  

Sumberagung 
1 20  722.146.197  
2 21  723.333.990  
3 21  757.954.487  

Patalan 
1 21 734.363.336  
2 22  776.387.203  
3 22  787.546.016  

Trimulyo 
1 21 735.058.754  
2 21  747.495.928  
3 22 759.569.874  
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Table 5. Results of time and cost for waste transportation in 
scenario 5 with 150 for each village 

Villages scenario days Total cost (Rp.) 

Canden 
1 8  715.049.171  
2 8  729.947.033  
3 8  743.951.783  

Sumberagung 
1 8  722.146.197  
2 8   723.333.990  
3 9  757.954.487  

Patalan 
1 8  734.615.839  
2 9 776.654.155  
3 9  787.816.805  

Trimulyo 
1 8  735.058.754  
2 8  747.495.928  
3 9 759.569.874  

 
Table 6. Results of time and cost for waste transportation in 

scenario 6  

Villages scenario days Total cost (Rp.) 

Canden 
(15 trucks) 

1 81 715.074.102 
2 83 729.972.484 
3 84 743.977.722 

Sumberagung 
(15 trucks) 

1 83 722.146.197 
2 83 723.333.990 
3 87 757.954.487 

Patalan 
(15 trucks) 

1 83 734.626.360 
2 88 776.665.278 
3 89 787.828.088 

Trimulyo 
(15 trucks) 

1 83 735.066.381 
2 85 747.503.683 
3 86 759.577.755 

 
Table 7. Results of time and cost for waste transportation in 

scenario 7  

Villages scenario days Total cost (Rp.) 

Canden  
(37 trucks) 

1 33 715.027.801 
2 34 729.925.219 
3 34 743.929.550 

Sumberagung  
(38 trucks) 

1 32 722.158.787 
2 32 723.346.601 
3 34 757.967.701 

Patalan  
(37 trucks) 

1 34 734.563.234 
2 36 776.598.540 
3 36 787.760.391 

Trimulyo  
( 38 trucks) 

1 33 735.033.333 
2 33 747.470.076 
3 34 759.543.606 

4. CONCLUSIONS 

The total volume of disaster waste in Jetis region 
is estimated 92,883.2 tons. This volume requires the 
area of 80,111.76 m2. Regarding this area and an 
available open space in Jetis region, this study 
proposes Karang Semut, that has 9ha, as a waste 
disposal area. 

The fastest transportation network from each 
village to the waste disposal area differs depending on 
the available network scenarios. Based on this result, 
this study evaluated the time and cost for the waste 
transportation by supposing the different allocation of 
trucks in each village. 

The best scenario for the waste tranposportation 
in regarding the time and cost is allocating 150 trucks 
to each village in turn. On the other hand, the time for 
waste tranportation become longer in the case of 
allocating almost the same number of trucks, total is 
150 trucks, simultaneously to each village depending 
on their waste volume. 
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ワールドリスクレポートから見える 
バヌアツ共和国の自然災害リスクと防災力への考察 
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Investigation on Disaster Risk and Resilience of  

the Republic of Vanuatu with a Focus on World Risk Report 
 

Noriko KAWASAKI 
 

Abstract 
 

     The Republic of Vanuatu, one of small island developing states in the Oceania, has been recognized as the 
most vulnerable country to natural disasters in recent years in the World Risk Report. In actual fact, Vanuatu suffers 
serious damages from natural disasters such as cyclones and earthquakes because it sits along the circum-Pacific 
volcanic belt and also is situated in a cyclone- and earthquake-prone area. Furthermore, it is projected that serious 
damages could be experienced from possible tsunamis caused by active volcanic eruptions and frequent earthquakes. 
Consequently, immediate reinforcement of disaster resilience in tangible and intangible aspects is an urgent and 
important issue for Vanuatu.  

This study analyses the disaster risk of Vanuatu based on the World Risk Report in comparison to Tonga and 
the Phillipines, and subsequently explains the current situation of disasaster prevention in Vanuatu by referring to an  
on-going technical cooperation project for disaster resilience of Vanuatu. It finally suggests disaster resilienece 
education in elementary schools should be an intangible significant measure for public awareness to increase 
resilience to intrinsic disaster risk of Vanuatu.  

 
Keywords:  Vanuatu, Vulnerabilities to natural disasters, World Risk Report, Public awareness, 
Disaster resilience education 
 

1. はじめに 

 

日本の内閣府によると、世界の自然災害の発生率と被災

者数はここ 10年で 3倍に増加しており、自然災害は世界
各地で話題を集めている。さらには、地球温暖化や海面上

昇といった気候変動の影響による自然災害の増加と激甚

化といった地球規模の課題を結び付けた議論の活発化に

伴い、自然災害への備えという防災問題が世界的に注目さ

れている。事実、『国連持続可能な開発目標』における目

標 1、11、13にも掲げられるように、防災は世界全体で取
り組むべき重要課題の一つとなっている。 
世界各国が防災の観点から本気で自然災害に向き合わ

ざるを得ない現代社会において、”WorldRiskReport”（以下、
WRR）は、ドイツの国際協力・開発関連団体の連合 Bündnis 
Entwicklung Hilftによって 2011年から毎年発行され、自然
災害への危険性を持つ国々を明らかにしてきた 1)。

WRR2019 によれば、バヌアツ共和国（以下、バヌアツ）
は最も自然災害リスクの高い国とされる。過去に eternal 
frontrunnerと表記されるほど、継続して最上位に位置づけ 
られてきた（Bündnis Entwicklung Hilft, 2017）。実際にバヌ
アツではサイクロンが頻発し、近年の大型サイクロン襲来 

a)工学部国際教育センター助教 

で家屋倒壊や避難民発生の被害にも見舞われ、また、大規

模地震も続いている。しかも、現在確認されている活火山

が 6つあり、その火山活動も注視される。バヌアツは海に
囲まれた小島嶼国であるため、頻発する火山活動や地震に

伴う津波による被害も危惧されている。 
そこで本研究では、バヌアツの自然災害リスクと防災力

に焦点を当て、まずWRRの検証から自然災害リスクを整
理し、次にバヌアツの防災関連機関の役割や国際協力技術

プロジェクトの内容の分析を通して防災力について考察

していく。最後には、地震・津波対策が急がれるバヌアツ

の防災力を向上させる手立てとなる新たな視点について

述べる。 
 

2. バヌアツの自然災害リスク 

 

2.1 地震活動と津波経験 
 バヌアツは南半球の太平洋上にあり、12,190㎢の国土面
積に 83の島を持つ島嶼国である。雨季と乾季の 2つの季
節があり、国土の大半は熱帯雨林気候に分類されるが、南

側の一部は亜熱帯気候に属する。緩やかな丘陵地帯と高い

台地を併せ持つ地形に、海岸段丘やサンゴ礁の沖合が広が

る海に囲まれたバヌアツは、国土の大半が堆積岩、サンゴ
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石灰岩、火山岩で出来ており、環太平洋火山帯に近いニュ

ーヘブリデス海溝上に位置するため火山活動も活発であ

る（図 1）。複数の活火山に加え、海底火山も存在する。 
社会的・経済的な脆弱性から、バヌアツは現段階ではま

だ後発開発途上国とされているが、一人当たり国民総所得

が$3,014、人的資源開発の程度を表す指標が 78.5、外的シ
ョックからの経済的脆弱性を表す指標が 47.0に到達して
おり、2020年には後発開発途上国の認定から外れる予定
である（UNDESA, 2018）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1.  環太平洋造山帯に接するバヌアツ 

（https://www.britannica.com/place/Ring-of-Fireより引用） 
 
バヌアツ気象・地象災害局では気象情報のみならず、バ

ヌアツ周辺で発生するサイクロン・火山活動・地震・津波・

高潮に関するハザード情報をホームページ上で発信して

いる。サイクロンについては、住民にも理解しやすい位置

情報を示すマップを掲載し、襲来までの経路を示しながら

警告メッセージを出す。地震については、発生位置を示す

地図とともに、発生時刻、震源位置深度、地震規模（モー

メントマグニチュードのMで表記）で表示され、近隣地
域での発生を含めて記録される。2019年 12月 11日の記
録を一例にすれば、M2以上の地震が 57回表示されるな
ど、気象・地象災害局のウェブ上では地震活動が克明に記

録されている。表 1のようにM5以上の大規模地震も頻発
する地勢にあるバヌアツは、災害文化に向き合わざるを得

ない国と言えよう。1999年にはM7.4を記録する地震で最
高 6.6mの津波が発生し、津波来襲による死者 5名と、鉄
筋コンクリート造・ブロック造の家屋の約 75％の大破及
び高床式の簡易な家屋の全消失という被害を経験した（松

冨, 2000）。それ以前にも 1965年にM7.5の地震と最高 7m
の津波の発生が、1878年にM7.5の地震と最高 11mの津
波の発生が確認されている。 

表 1. バヌアツとその周辺で近年発生した地震と津波 
（https://www.worlddata.info/oceania/vanuatu/index.php の情
報を基に筆者が作成） 

発生年月日 地震 

規模 
地震 

観測地点 
津波高さ 

2018年 12月 15日 M5.6 バヌアツ 無 
2018年 12月 5日 M7.5 ニュー・  

カレドニア 
2m 

2016年 4月 28日 M7.0 バヌアツ 無 
2015年 2月 19日 M6.4 バヌアツ 8m 
2013年 2月 6日 M7.9 ソロモン 0m未満 
2012年 4月 14日 M6.3 バヌアツ 無 
2012年 2月 2日 M7.0 バヌアツ 無 
2011年 8月 20日 M7.0 

M7.1 
バヌアツ 
バヌアツ 

無 
無 

2011年 1月 9日 M6.5 バヌアツ 無 
2010年 12月 25日 M7.3 バヌアツ 4.1m 
2010年 8月 10日 M7.2 バヌアツ 無 
2009年 10月 7日 M7.6 バヌアツ 無 
 
津波については、近年ハザードマップ（図 2）が作成さ
れ、気象・地象災害局のホームページ上で配信されている。

2017年にはハザードマップを拡大表示した津波情報板が
シェファ州ポートビラ市内に 74台、サンマ州ルーガンビ
ル市内に 52台設けられ、津波被害の危険性が高い想定地
域や多くの人が集まる商業地域、交通量の多い道路沿いに

整備され、同時に、津波発生時の避難経路を示す防災ピク

トグラムも整備された（図 3）。さらには、19基の即時津
波警報サイレンがシェファ州とサンマ州の沿岸地域に設

置され、気象・地象災害局が管理および運用している。 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
図 2.  津波ハザードマップの一例 

（https://www.vmgd.gov.vu/vmgd/index.php/maps-and-charts/
tsunami-evacuation-mapより引用） 
 
 
 

バヌアツ 
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図 3.  津波情報板等が設置されている様子 

 
ワールドリスクレポートによる整理と分析 

WRR では、災害につながり得る極端な自然現象の脅威

だけでなく、災害に対応できる社会の開発レベルも重視し

ながら、複合的に生み出される自然災害リスクを算出する

（Bündnis Entwicklung Hilft, 2019）。実際には「自然災害へ

のさらされやすさ（以下、曝露量）」と「社会的な脆弱性

（以下、脆弱性）」の 2 つの要素をかけ合わせて算出する

100％の指数でリスクを表示する。自然災害として取り上

げるのは、地震、サイクロン（2018 年までは暴風雨とし

て定義）、洪水、干ばつ、海面上昇の 5 つである。Natural 
Disasters 2018 によれば、発生数において暴風雨と洪水が

上位に、死者数において地震と暴風雨と洪水が 1～3 位に、

人間生活への影響力において洪水と暴風雨と干ばつが 1
～3 位に占めることが判明しており、深刻な自然災害の代

表として地震、サイクロン、洪水、干ばつを選ぶ合理性が

ある（CRED, 2019）。また、海面上昇は 2100 年まで地球

規模の漸次増加が予想される状況にあって、その影響が重

視されている（Bündnis Entwicklung Hilft , 2011）。WRR に

おける曝露量は災害による実際の死者や負傷者数で変動

するものではなく、自然災害発生時に危険に曝される可能

性のある人の割合で表現され、脆弱性は「被害の受けやす

さ（感受性）」「災害後の復旧能力（復旧力）」「社会変化に

対する備え（強靭さ）」という 3 つの指標から割り出され

る。 
2019 年は 180 ヶ国を対象とした災害リスクを提示し、

そのリスクは 1 位のバヌアツ 56.71％、2 位の アンティグ

ア・バーブーダ 30.80％、3 位のトンガ 29.39％と算出され

た 2)。自然災害リスクの算出方法（図 4）で取り上げる災

害のうち、火山活動と地震の発生、サイクロンの通り道、

その暴風雨による洪水、海面上昇が確認される地域、と複

数の条件が重なるオセアニア 16 ヶ国に至っては、バヌア

ツとトンガを含めて 4 ヶ国の島嶼国が 10 位以内に入る結

果となっている。なお、脆弱性だけに着目すれば、アフリ

カに指数の高い国が多く存在していることも事実である。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.  自然災害リスクの算出方法 
（WRR2019 を基に筆者が作成） 

 
WRR2019 でバヌアツの指数が突出して高くなっている

理由には、56.78％というやや高い脆弱性もさることなが

ら、99.88％と異様に高い曝露量が起因している。バヌア

ツは環太平洋火山帯に近接し、かつサイクロン発生地域に

位置するため、地震とサイクロンの発生が常に想定される。

気象・災害管理局のホームページによると、バヌアツでは

年に約 2～3 回の割合でサイクロンが発生し、10 年間に 20
～30 回の発生数で 3～5 回程度深刻な被害をもたらしてい

る。WRR は自然災害で被害を受ける想定にある人口で曝

露量を算出することから、年 7,000 人以上ペースで増え続

ける人口と、「人口の 64％が災害の影響を受ける可能性が

ある（Bündnis Entwicklung Hilft, 2017）」という地理的要因

もバヌアツの数値を上げたものと考えられる。また、1969
年から 2010 年までに 101 個のサイクロンが排他的経済水

域で発生または通過したと記録されており、近年はサイク

ロンの 2–11％の最大瞬間速度の上昇と約 20％の降雨強度

の増加と共に、年に約 6 mm の海面上昇も見られる

（VMGD, 2017）。国連経済社会理事会が発表する経済的脆

弱性を示す指標においても、過去 20 年間の自然災害によ

るバヌアツでの被害者数の割合が 6.976％とされ、他国と

比べても高い（UNDESA, 2018）。 
バヌアツではサイクロンが激化し、気候変動による海面

上昇の危険性が高まる渦中にあって、防災インフラの未整

備な状況下での人口増加による密集地の増加と居住域の

拡充が起こっている。太平洋の海に囲まれた小島嶼国で、

主要産業を農業・漁業等の第一次産業に頼ることもあり、

気候変動や海面上昇による経済的な影響を強く受けやす

い。その結果、バヌアツでは住民の多くが様々な被害を受

ける状況にあると判断されたと言える。 
 
他国との比較 

WRR の調査対象国は 2011 年～2013 年が 173 ヶ国、2014
年～2017 年が 171 ヶ国、2018 年が 172 ヶ国、2019 年が 180
ヶ国であった。WRR におけるバヌアツの自然災害リスク

は表 2 のように変化しながら、2011 年以降毎年 1 位に挙

げられてきた。脆弱性については経年でもずっと微弱な変

 
 
 
 
曝露量＝ 
（(1.0×地震・サイクロン・洪水の被害予想人口)＋ 

(0.5×干ばつ・海面上昇の被害予想人口)）÷人口 
脆弱性＝（感受性＋(1 – 復旧力)＋(1 – 強靭さ)）×⅓ 
備考 感受性、復旧力、強靭さについては別に計算式

が存在する 

自然災害リスク＝ 
（自然災害への）曝露量×（社会的な）脆弱性 
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化を辿るのみであったが、2018年以降に曝露量の急上昇
が起こった。その結果、リスクが 36.45％（2017年）から
50.28％（2018年）に大きく引きあがった。 

 
表 2. バヌアツの自然災害リスクの推移 

（WRRを基に筆者が作成） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
バヌアツのリスクと比較するため、上位 3位に常に挙が
るトンガとフィリピンについて整理する 3)。トンガのリス

クは、表 3のように変化しながら、2014年を除いて常に 2
位を維持する状態にある。トンガはバヌアツ同様にオセア

ニアに位置する小島嶼国で、サイクロンや地震による被害

に加え、津波の危険性が高いとされる。トンガは環太平洋

造山帯かつ、トンガ海溝断層帯のそばに位置することから、

地震や火山活動による海洋地滑りが発生しやすく、海洋地

滑りによる津波につながりやすい。2009年には近隣のサ
モアを発生源とするM8.1とM8.0の連続する巨大地震で、
6mの津波（サモア近海では最高 22.35mの大津波を記録）
が発生し、死者 9名の被害があった。近年では、2018年
に大型サイクロンの襲来で多くの家屋が損傷し、4,500人
以上の避難住民が出た。 

 
表 3. トンガの自然災害リスクの推移 
（WRRを基に筆者が作成） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

フィリピンは、2019年に 9位になるも、2011年以降ト
ンガに次ぐ 3位（2014年のみ 2位）に位置し続け、その
リスクは表 4のように変化してきた。フィリピンも環太平
洋造山帯に位置するため地震や火山活動が頻繁する。死者

2,412名となった 1990年の大規模地震を始め、M5以上の
地震が長年にわたって頻発し、それに伴う津波についても

1994年に死者 30名を出す最高 7.3mの波が発生するなど、
地震・津波対策が必定と言える状況にある。また、サイク

ロンに相当する台風の発生・通過地にあって暴風雨と洪水

の被害が常態化しており、2018年には 77名の死者と 57
名の行方不明者を出す地滑りが発生するなど、多種の自然

災害による被害を数多く受けてきた。 
バヌアツやトンガのようにオセアニアの島嶼国のほと

んどは国連が認定する小島嶼開発途上国に位置づけられ、

その大半が自然災害に脆弱な状況下にあると言われる。一

方フィリピンは、World Bankによって 2017年には中所得
以上の国に近づくほどの経済力を有すると定義され、国独

自で火山学・地震学の専門機関を設置して多数の専門官を

配置し、火山活動や地震及び津波の発生を解析して防災に

つなげる自助能力を備えつついる。 
 

表 4. フィリピンの自然災害リスクの推移 
（WRRを基に筆者が作成） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

WRRで長年上位 3ヶ国に位置づけられてきたトンガと
フィリピンとの経年比較においても、バヌアツだけが異常

にリスクを上げていることは明らかである。 
ただし、WRR2014には「曝露量の新しいデータが入手

できないため、脆弱性での変化によって順位付けが影響さ

れる（Bündnis Entwicklung Hilft, 2014）」と記され、かつ
WRR2012からWRR2017までの各国の曝露量には変化が
見られないことから、2012年の数値が数年間そのまま適
用されたことは明白で、リスク状況の精緻な描写が十分と

は言いきれない。また、WRRは簡便に自然災害リスクを
算出でき、統一した指標で全世界的な比較ができる利点が

ある一方、指標を算出するデータの更新頻度や信頼性に限

界があり、各国のリスク状況の詳細な比較においては、そ

の適用範囲に合わせた新たな指標の導入や不要な要素の
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削除をする必要があるという弱点も指摘されている（伊藤, 
2017）。 
 

 バヌアツの防災強化の取り組み

バヌアツにおける防災関連機関

バヌアツは従前の災害リスク計画に気候変動対策の観

点も盛り込んだ『国家気候変動・災害リスク管理計画

2016-2030』（以下、DRR）を 2015 年に発効した。DRR
では、説明責任、持続可能性、公平性、コミュニティ中心

の視点、革新性の 6つを重視した防災対策と気候変動対策
および低炭素開発を提言し、政策による統治や適正な予算

配分の必要性および住民への啓発と情報共有の重要性を

唱えている（Government of the Republic of Vanuatu, 
2015）。DRR の実現には国家や州レベルだけではなく、
住民や外部機関等のあらゆるプレイヤーを巻き込んだ横

断的・総合的な取り組みと、バヌアツ特有の知識と外部か

ら取り入れた知識の両方に基づく相補的・包括的なアプロ

ーチが必要であることも言及されている（Government of 
the Republic of Vanuatu, 2015）。 
バヌアツでは気候変動・気象・地象災害・環境・エネル

ギー・災害管理省下に国家災害管理局と気象・地象災害局

を置き、2012 年からは気候変動と防災に特化した国家諮
問委員会を設置して組織的に防災に取り組んでいる。国家

災害管理局と気象・地象災害局は同じ建物内に設けられ、

相互協力の下で災害情報・科学データの収集と分析、そし

て警報の発令などを行う。国家災害管理局には、運営部門

と予算管理部門に加え、州単位の支所との連携促進を図る

コーディネーションを担当する部門が存在し、災害等の緊

急時に対応できる体制作りや災害関連の様々な機関をつ

なぐ役割と共に、DRR 等政策への提言も行っている。気
象・地象災害局は、運営部門と ICT 等技術管理部門のほ
かに気象予報、気候全般、DRR に基づく気候変動対策、
自然災害、観測・情報収集の 4つの部門に分かれ、主には
気象・気候や自然災害関連の科学データの収集や解析を担

当している。国家災害管理局及び気象・地象災害局は、迅

速で的確な情報発信だけではなく、住民への啓発活動も重

視しており、学校教育活動やコミュニティ活動への専門職

員の派遣、ホームページ上での教育コンテンツの掲載を実

施している。 
 
国際防災協力技術プロジェクトの現状 

災害の経験や知識を多く蓄積する日本は、これらを世界

各国に共有することで、防災分野で世界の議論をけん引し、

第 3回国連防災世界会議での『仙台防災枠組 2015-2030』
を採択に導いた。今では BOSAIという言葉で世界的な防
災の主流化を先導し、国際防災協力を進めている。 
外務省の『対バヌアツ共和国国別開発協力方針』には、

バヌアツの防災対策が重点目標として掲げられている。日

本の国際協力活動の中心には国際協力機構（以下、JICA）

が存在する。JICAは、バヌアツに対して『広域防災シス
テム整備計画』や『大洋州気象人材育成能力強化プロジェ

クト』を実施してきた。2019 年からは『地震・津波・高
潮情報の発信能力強化プロジェクト』を開始し、気象・地

象災害局の地震・津波・高潮災害の観測及び解析能力の強

化と、気象・地象災害局及び国家災害管理局による防災情

報の伝達体制の整備を支援する。そのプロジェクトは現地

で Van-REDI と呼ばれて進行しており、バヌアツの地元
紙（Vanuatu Daily Post，2019.04.20）でも大きく取り上
げられた。2019年 7～8月には、津波監視カメラ及びリア
ルタイム震度計を地方の島々に新たに設置するための現

地調査が気象・地象災害局のバヌアツ人職員と JICAの日
本人専門家の協働で実施された。バヌアツ人職員の能力強

化のための現任訓練が継続される中、気象・地象災害局に

毎月の地震活動を随時解析して作図する体制を整え、分析

結果をホームページでの公表や地震月報の定期刊行とい

う方法で積極的に情報発信する方針で動いている。今後は、

地震や潮位の観測網の強化、解析や予測に係る技術指導と

共に、気象・地象災害局及び国家災害管理局の住民啓発活

動の能力向上が予定されている。 
 

住民啓発活動としての防災教育の重要性

WRR に類似したものに、Global Risk Index（以下、
GRI）があり、GRIは自然災害と人道的行為によるリスク
を社会的な脆弱性に照らした 10 点の数値で表示される。
バヌアツのGRIは 4.1点と上位に位置しないレベルだが、
津波の曝露量が 8.6点と高く算出されている（INFORM, 
2019）。バヌアツでは地震・サイクロンに加えて、津波防
災対策も急がれることは間違いない。しかしながら、津波

は東日本大震災のように甚大な被害を生む可能性を有す

るにも関わらず、ほかの災害に比べて被害発生頻度が低く、

かつ、目前に迫った時の実際の脅威をイメージしにくいた

め、一般の人々には軽視されがちである。そこで津波防災

のソフト対策には、ハザードマップや防災ピクトグラムの

整備に伴う地域住民の理解を向上させる研修・ワークショ

ップによる啓発活動だけでなく、ケースバイケースの特徴

を踏まえた津波の物理特性を知り、地域特有の災害伝承か

ら津波被害の事実を学び、実際の避難行動等を体得する学

校教育の充実が重要と言われている（沿岸技術研究センタ

ー, 2009）。 
ここで、バヌアツの学校防災教育について考えてみたい。

教育・訓練省には”Education in Emergency”という名称
の防災教育を扱う部局が設けられ、2011年から 1名の防
災教育担当官が配置されている。担当官は主に国内での防

災教育の環境整備を視野に、海外 NGO等の外部機関との
連携や国内の防災教育関係者間の連絡調整に従事する。そ

のほかの学校防災教育を支えるキープレイヤーとしては、

教育行政を担う州立教育事務所、教科書編集を担うカリキ

ャラム開発局、教員養成の人材開発を担う教員養成校及び

現職教員担当局が存在する。バヌアツの地元紙（Vanuatu 
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Daily Post, 2018.09.14）によれば、Red Cross Vanuatu
が防災教育の人材育成研修を独自に開催するなど、バヌア

ツに適した防災教育を牽引する海外 NGO の存在も認め
られる。つまり、初等教育の高い就学率を鑑みた時、教育・

訓練省を中心に、国家災害管理局及び気象・地象災害局も

加えた多数の関連機関・組織が協働し、小学校の防災教育

の実施を継続的に支える体制が整えば、教育効果の大きい

防災教育につながり、バヌアツのソフト面の防災強化が進

むと考えられる。 
このような協働体制による体系的な防災教育の実現と、

「隔絶された小島嶼という環境において、自然の脅威とと

もに何世代にもわたって生活するなかで培われた、リスク

への理解とハザードへの適応能力（三村, 2016）」を児童・
生徒に喚起する質の高い教育への転換が、バヌアツの将来

にわたる安全を支え、災害時に避難しない住民の多さが問

題視される日本以上に、防災のための住民啓発活動として

の学校教育の機能性を発揮する可能性が高い。 
 
4．おわりに 

 

技術革新が自然現象の予測精度を高めているとはいえ、

自然災害の潜在的危険性を示すハザードの人為的な削減

は現段階では不可能である。ましてや地球規模の気候変動

による予測不能な影響も相まって、自然災害の脅威は世界

的に増している。したがって、自然災害リスクを軽減する

には、各国の社会的な脆弱性を縮小する手立てを講じるし

かないだろう（図 5）。災害発生前後の長期間にわたって
複合的な要素が絡み合う防災には多くの知見を要し、対応

や対策の具体化にも多数の関連機関・組織の相互理解と協

力が不可欠だということを心得ておく必要もある（目黒, 
2007）。 
 
 
 
 
 
 
 

 
図5. 自然災害におけるハザードと社会の脆弱性の関係 
（http://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/h16/bousai2004/ht
ml/zu/zu1401040.htmより引用） 
 
日本のように経済力や技術力を持つ国であれば、防災イ

ンフラの整備や予測技術の向上といった措置で脆弱性の

克服に挑み、脆弱性の軽減で高いハザードに対抗すること

で自然災害リスクを下げることは可能だ。しかしながら、

小島嶼開発途上国とされるバヌアツのような国にとって

は、防災対策に当てられる予算・人員は限られ、自助努力

での脆弱力の克服は困難を極める。 

一方で、太平洋の島嶼国には自然災害を生活の一部とみ

なす強靭さが文化として根付いており、国全体に広がる家

族やコミュニティの相互扶助の考え方が災害発生時の自

助・共助につながりやすいという強みがある（三村, 2016）。
高い自然災害リスクを負わざるを得ないバヌアツの発展

には、正しい災害理解を住民に広め、実際の防災行動につ

ながるような啓発活動、特に、子どもの時から体系的かつ

実践的に学ぶ防災教育の充実が有効と言えるのではない

だろうか。それには、バヌアツの経済力・技術力不足を補

う国際協力による防災インフラ整備の強化とともに、災害

経験を乗り越えてきた日本の防災教育の知恵等を取り入

れるような学校教育分野での技術支援こそ、バヌアツの総

合的な防災力向上の一助になりうる。 
 
注釈 

 

1) 2011年から 2017年までは国連大学環境・人間の安全保
障研究所との共同で作成されていた。 
2) アンティグア・バーブーダは 2019年から調査対象に加
えられた。 
3) フィリピンはWWR2019では 3位以内から外れた。 
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修士論文題目一覧

伊 藤　 崇 裕 環 境 系 コ ー ス (A) 廃太陽光パネルからの In(III)、Ga(III) の高選択的抽出剤の開発と包接高分子膜へ
の応用

今 村　 奎 吾 環 境 系 コ ー ス (A) リンポルフィリン錯体・酸化チタン複合電極を用いた水の過酸化水素への光二電子
酸化反応

大 串 　 渉 環 境 系 コ ー ス (A) ヒドロキシオキシム抽出剤含浸連結球状多孔質微粒子による金属の抽出特性および
抽出速度解析

大 籠　 祐 太 環 境 系 コ ー ス (A) ラビットアイブルーベリー葉由来プロアントシアニンジンに含まれるシンコナイン
誘導体の合成

桒 畑　 明 穂 環 境 系 コ ー ス (A) ヒドロキシオキシム抽出剤を内包したポリビニルアルコール / アルギン酸架橋ゲル
マイクロカプセルの Cu(II) 抽出特性

小 金 丸　 和 暉 環 境 系 コ ー ス (A) 光応答性ニオブ酸ナノシート複合体の層間距離制御と光反応性

坂 本　 隆 輔 環 境 系 コ ー ス (A) 様々な置換基を有するゲルマニウムポルフィリン錯体の合成と分光特性

柴 崎　 映 見 環 境 系 コ ー ス (A) 多フッ素化アルキルアゾベンゼン誘導体を用いたチタン酸ナノスクロールの作製

髙 瀬　 幸 士 朗 環 境 系 コ ー ス (A) 組換え体大腸菌からのヒ素メチル基転移酵素に関する研究

髙 瀬 　 隼 環 境 系 コ ー ス (A) リン脂質被膜多孔質微粒子によるアミノ酸のキラル認識吸着

髙 橋　 幸 毅 環 境 系 コ ー ス (A) 乳タンパク質との複合化によるβ - クリプトキサンチンの高分散化と細胞膜透過性
評価

田 尻　 大 海 環 境 系 コ ー ス (A) 軸配位子にグルコースを連結したリンポルフィリン錯体の癌細胞に対する光線力学
活性

田 辺　 春 輝 環 境 系 コ ー ス (A) 段階的ゲスト - ゲストイオン交換法によるアゾベンゼン / チタン酸複合体の作製と
層状構造解析

田 渕　 亮 丞 環 境 系 コ ー ス (A) 層間陰イオンの異なる層状 Ni-Zn 塩基性塩による水溶液からのヒ素 , セレンの分離
特性

德 田　 圭 太 朗 環 境 系 コ ー ス (A) S/O/W エマルションを用いた固体微粒子内包マイクロカプセルの調製と特性制御

中 井　 裕 友 環 境 系 コ ー ス (A) Bartericin C の全合成

林 田　 直 久 環 境 系 コ ー ス (A) 水溶性 N- 混乱ポルフィリンの合成とその光増感作用

福 島　 拓 己 環 境 系 コ ー ス (A) 重合度の異なるプロアントシアニンジン類の合成の検討

藤 本　 裕 也 環 境 系 コ ー ス (A) 多品種のお茶に含まれるカテキン類およびアミノ酸の分析

松 﨑　 喜 代 治 環 境 系 コ ー ス (A) 塩酸系からの Au(III) 抽出に適した芳香族エーテル化合物の構造的要件の検討

松 田　 健 太 郎 環 境 系 コ ー ス (A) アゾベンゼン /無機ナノシート複合体の空隙構造解析

三 樹　 貴 博 環 境 系 コ ー ス (A) Ge ポルフィリン・酸化タングステン複合電極による水の光酸化反応に対する電極表
面処理の効果

山 中 　 朋 環 境 系 コ ー ス (A) フィトールからのフィタン酸およびプリスタン酸の合成

渡 辺　 華 帆 環 境 系 コ ー ス (A) 菌体の多価カチオン P- ポルフィリン増感光不活性化に対する アルキル置換基効果

石 田　 夢 来 環 境 系 コ ー ス (B) 石炭焼却灰による雑草防除を目的とした舗装材の開発

小 川　 裕 棋 環 境 系 コ ー ス (B) 多視点画像解析の実橋梁への適用のための精度検証に関する研究

押 方　 杏 介 環 境 系 コ ー ス (B) 回分式反応装置を用いた養豚廃水からの N,P,K 同時回収

平 井　 一 成 環 境 系 コ ー ス (B) 均一料金区間を対象とした乗客トリップパターン推定手法の開発と推定精度検証

廣 木 　 颯 環 境 系 コ ー ス (B) 畜産場を基点とする薬剤耐性大腸菌の伝播・拡散経路の追跡

深 見　 俊 介 環 境 系 コ ー ス (B) 暴露試験と環境データによる耐侯性鋼橋梁の適用性に関する研究

Tsinjo Nirina 
Rafenomananjara

環 境 系 コ ー ス (B) Characteristics of Cement Mortar Using Post-consumer Plastics

Arief Eka 
Tirtakusuma

環 境 系 コ ー ス (B) Statistical Analysis on Coastal Tourism for Sustainable Development 
- A Case Study at Gunung Sewu Global Geopark in Gunungkidul Regency, 
Indonesia -

Christian  
Dwi Putra 
Widjaya

環 境 系 コ ー ス (B) Efficient Transportation of Disaster Waste in Jetis Region, Bantul Regency, 
Yogyakarta

Hendra Asri 
Saputra

環 境 系 コ ー ス (B) Study on Mechanical Characteristics of the Butterfly Bridge Using the Finite 
Element Method

Kustining 
Rachmani

環 境 系 コ ー ス (B) Enhancing Intermodal Integration of Mass Public Transport Facilities 
through Stakeholder Management in The Greater Jakarta

Ratih  
Wulandari

環 境 系 コ ー ス (B) Key Factors of Urban Farming Sustainability in Bandung City

Teuku Riefky 
Akbar

環 境 系 コ ー ス (B) Factors Influencing Behavior of Waste Recycling in a Waste Bank Program in 
Jakarta

朝 稲　 洸 介 エネルギー系コース（C） Swift J0243.6+61 のアウトバーストにおける可視光と X線の光度変化

浅 生　 大 輝 エネルギー系コース（C） ラマン測定を用いた有機金属気相成長法で作製した InAs/GaSb 超格子結晶の評価

岩 永　 凌 平 エネルギー系コース（C） 緩和層を挿入した InGaAs/GaAsP 超格子太陽電池におけるキャリア緩和過程への障壁
層組成の影響

修士論文題目一覧 321



岩 堀　 隼 士 エネルギー系コース（C） 全天 X線監視装置 MAXI 搭載 GSC で観測された X線パルサーのサイクロトロンエネル
ギー

岩本　晃一郎 エネルギー系コース（C） tBGe を用いた Si(001) 基板上 Ge 薄膜成長に不純物が及ぼす影響

江 添　 悠 平 エネルギー系コース（C） GaAs 量子ドットにおけるフォトルミネッセンスピークエネルギーの特異な温度変化
と二峰性サイズ分布との関係

甲 木　 真 人 エネルギー系コース（C） イオン衝突による分子標的の電離断面積の理論的研究

金 丸　 善 朗 エネルギー系コース（C） Ｘ線分光撮像衛星 XRISM に搭載するＸ線 CCD 素子の電荷転送非効率の研究

栗 原　 靖 典 エネルギー系コース（C） MAXI/GSC の観測データを用いた恒星質量ブラックホールの短時間 X 線光度変動の研
究

才 木　 大 夢 エネルギー系コース（C） 大気パラメータと天候による太陽光スペクトル変化を考慮した太陽電池モジュール
の高精度出力予測

佐 藤 　 仁 エネルギー系コース（C） Ｘ線分光撮像衛星 XRISM に搭載するＸ線 CCD 素子の性能評価

田 尻　 彩 夏 エネルギー系コース（C） 原子層エピタキシー装置を用いた薄膜成長における原料分解反応の研究

多 和　 紘 希 エネルギー系コース（C） 実環境下太陽光スペクトルを考慮した様々な構造を持つ太陽光発電ポテンシャルの
検討

坪山　真之介 エネルギー系コース（C） GaAs 基板上光電変換デバイスと光無線給電の研究

中村　渓士郎 エネルギー系コース（C） 光センシング技術を用いた農作物の収量、収穫適期、栄養含量の遠隔推定

野 川　 翔 太 エネルギー系コース（C） ステップグレーデッドバッファ層を用いた InGaAs 太陽電池におけるミスフィット転
位分布の不均一性評価

野中　光太郎 エネルギー系コース（C） 低エネルギー電子 -陽子弾性散乱実験に向けたポリエチレン標的の分析と開発

日 田　 貴 熙 エネルギー系コース（C） 宇宙Ｘ線観測用大面積ダブル SOI-CMOS 素子の性能評価

日和田　健介 エネルギー系コース（C） 青色レーザ受光用 GaP 系光電変換素子の作製と評価

松 本　 知 真 エネルギー系コース（C） 不純物を導入したアルミン酸ストロンチウム蛍光体の応力発光特性

行 元　 雅 貴 エネルギー系コース（C） 電荷収集効率の改善を目指した宇宙Ｘ線観測用シングル SOI-CMOS 素子のサブピク
セル応答測定

荒 木 　 翔 エネルギー系コース（D） CMOS インバータによるチョッパ型ヒステリシスコンパレータを用いたスイッチング
LDO の特性解析

太 田 　 望 エネルギー系コース（D） エアリング型フォトニック結晶導波路における光波結合特性の数値的検討

小 川　 祐 哉 エネルギー系コース（D） 真空紫外光で誘起される光脱離現象に関する研究

小 田　 浩 史 エネルギー系コース（D） ボイド含有エポキシ樹脂製試験片における部分放電劣化

河野　綜二郎 エネルギー系コース（D） 距離画像による牛の骨格点に基づく BCS 予測に関する研究

木之下　俊輔 エネルギー系コース（D） 誘電体バリア放電を用いたマンゴー軸腐病防除に関する研究

黒 岩　 拓 真 エネルギー系コース（D） CV ケーブルの浸水特性および電気的特性の劣化に関する研究

境 　 尚 孝 エネルギー系コース（D） プロセスばらつきを考慮した低電圧 CMOS 参照電圧源回路の試作と解析

坂 本　 啓 維 エネルギー系コース（D） 逐次比較型 ADC の歩留まり向上のための容量入れ替え法に関する考察

坂 本　 裕 貴 エネルギー系コース（D） 連続時間コンパレータのためのオフセット補償法に関する研究

佐 竹　 勇 亮 エネルギー系コース（D） 人体頭部モデルにおける電波吸収特性の数値的検討

髙 岡　 映 見 エネルギー系コース（D） 波動音響解析の高性能化に向けた高度な形状関数の開発

竹 﨑　 遣 人 エネルギー系コース（D） 汚損物付着によるポリマー材料の経年劣化評価に関する研究

津 島　 壮 吾 エネルギー系コース（D） 真空紫外希ガスエキシマ光源の開発

中 野　 秀 哉 エネルギー系コース（D） 完全ディジタル周波数同期回路の試作評価とその考察

長深田　弘貴 エネルギー系コース（D） 電流帰還型オペアンプの帯域に関する考察とその広帯域化に関する研究

濵田　善一朗 エネルギー系コース（D） 空冷を用いた熱電発電システムの動作特性に関する研究

林 田　 匠 平 エネルギー系コース（D） 太陽光発電システムにおけるパルス光照射に対するストリングの応答特性

原 田　 俊 哉 エネルギー系コース（D） CMOS インバータを用いた時間領域増幅器の設計

松 本　 和 也 エネルギー系コース（D） ポリマー材料の光脱離に関する研究

溝 渕 　 翼 エネルギー系コース（D） 測域センサとビデオカメラを用いた牛の発情行動検知及び追跡に関する研究

三 井　 優 一 エネルギー系コース（D） 振戦分析を用いた病名診断と重症度測定に関する研究

森 本　 健 宏 エネルギー系コース（D） 悪環境での感染エビの検出に関する研究

山上　敬太朗 エネルギー系コース（D） 一部のバイパスダイオードが故障した太陽光発電システムの電気的・熱的特性に関
する研究

山 口　 龍 馬 エネルギー系コース（D） 油入変圧器内における部分放電の識別法の向上

山 下　 勝 也 エネルギー系コース（D） 位置標定機能付き部分放電検出装置の開発

綿 貫　 颯 太 エネルギー系コース（D） 22kV 油入機器の劣化予兆現象の取得

Kyaw Myo Win エネルギー系コース（D） Effects of Various Climatic Parameters on Long-Term Output Performances of 
CIGS and Multi-Crystalline Si Photovoltaic Systems Installed in Miyazaki, 
Japan

Yu Mar Lwin エネルギー系コース（D） Impacts of Series Resistance and Resistive Bypass Diode on Electrical and 
Thermal Characteristics of Photovoltaic Modules
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Myat Thiri Wai エネルギー系コース（D） Tablet-based Handwritten Character Recognition in Basic Education

Nann Hwan Khun エネルギー系コース（D） The Emotion Analysis of Twitter Users on Natural Disasters

荒 武　 伸 仁 機械・情報系コース（E） 連続運転により活性劣化しない燃料電池用電極触媒の開発

猪 狩　 裕 樹 機械・情報系コース（E） AR 技術を用いた調理動作支援システムの開発

井 口　 英 明 機械・情報系コース（E） Ba-Zr-O 系酸化物におけるプロトン伝導度への Ni 添加の効果

桑 迫　 和 哉 機械・情報系コース（E） レドックス型プロトネーションを利用した標準ガスフリー水素センサの最適組成探
索

興 梠　 和 樹 機械・情報系コース（E） 家畜の疾病予防モニタリングを目標とした群管理用位置推定手法と個体管理用体温
測定システム

筑 紫　 靖 之 機械・情報系コース（E） 動的環境における AR システム中の仮想物体表示精度の向上に関する研究

千 布　 流 星 機械・情報系コース（E） カメラを用いた豚群追跡の可能性に関する研究 

塚 島　 嵩 尋 機械・情報系コース（E） 機械学習を用いた遮蔽を含む顔画像からの顔認識

辻 川　 皓 太 機械・情報系コース（E） データ駆動型アプローチに基づくペロブスカイト型酸化物のプロトン溶解量予測

津 曲　 晃 平 機械・情報系コース（E） ランダムフォレストによる豚の体重推定と特徴量分析

白銀　聡一郎 機械・情報系コース（E） ワイヤレス給電の動作周波数オートチューニングについて

濵 田　 庄 助 機械・情報系コース（E） エビの遊泳運動に基づいたパドル式推進機と水中ロボットの制御手法

藤 尾　 悠 生 機械・情報系コース（E） 相対距離データを用いた起立・着座動作の認識手法

松 野　 真 典 機械・情報系コース（E） キャスティングマニピュレータに関する研究

山之上　太郎 機械・情報系コース（E） 障がい者のための視線入力インタフェースの実用化に関する基礎研究

矢 山　 章 成 機械・情報系コース（E） 離散時間線形システムの安定度指定法による最適制御に関する研究

Abdullahi  
Mahmoud Ahmed  
Elnaiem

機械・情報系コース（E） Low-cost seed metering mechanism for home-garden agricultural robots

Hsu Lai Wai 機械・情報系コース（E） Automatic pig weight measurement system using random forest regression 
model

Soe Soe Hlaing 機械・情報系コース（E） Shorter communication-path generation scheme for adaptable self-organized 
robot swarms 

赤 坂　 重 尭 機械・情報系コース（F） ビームダウン式太陽集光装置のための間接加熱装置の開発（太陽光シミュレータに
よる実験）

赤 松 　 慧 機械・情報系コース（F） 機械学習による酪農畜舎内温熱環境と乳量との関係予測

池 田　 侃 也 機械・情報系コース（F） GFRP/clay セラミックスの NOx 吸着材への応用

岩 切　 海 人 機械・情報系コース（F） 自己同期現象を利用した低振動電動ハンマの試作および性能検証

岩切　希沙羅 機械・情報系コース（F） Ni-W 電着工具の製作に関する研究―スターラー攪拌による効果―

倉 永　 敦 史 機械・情報系コース（F） 液化ガス推進剤を利用した宇宙機搭載用の小型ロケット推進機

髙 橋　 隼 也 機械・情報系コース（F） 酪農牛舎内温熱環境に及ぼす屋根遮熱塗装面汚れの影響

多 田　 大 晃 機械・情報系コース（F） 脆性材料の微小径穴加工に関する研究―加工特性の検証―

趙 　 天 牧 機械・情報系コース（F） 複雑流れ場の解析に適した高効率 SMAC 有限体積法の開発

中 川　 湧 人 機械・情報系コース（F） 自立支持方式を導入した冷蔵庫用レシプロ圧縮機の開発

野 村　 文 椰 機械・情報系コース（F） 固体蓄熱粒子を用いた流動型太陽熱レシーバの開発（加熱温度均一化の検討）

畑 　 奉 佑 機械・情報系コース（F） Silica/clay セラミックスを利用した屋上用薄層緑化材の温度低減効果

韓 　 竹 機械・情報系コース（F） ターボポンプインデューサの入口条件がキャビテーションに及ぼす影響に関する数
値的研究

福 井　 雄 大 機械・情報系コース（F） ビームダウン式太陽集光装置のための発電用エンジンの改良

藤 原　 祐 一 機械・情報系コース（F） マイクロ波を利用したデュアルモード小型ロケット推進機

松 浦　 有 佑 機械・情報系コース（F） 水推進剤を利用した Magnetoplasma dynamic 推進機

宮 崎　 嵩 雅 機械・情報系コース（F） 新しい砥石の開発に関する研究―砥石の製作と製作した砥石による加工特性―

山 口　 智 史 機械・情報系コース（F） 気液二相流解析のための高解像度差分スキームの比較検討

山 﨑　 太 一 機械・情報系コース（F） 飼料タンク洗浄及び遮熱塗装ロボットの開発試作

山 下　 省 吾 機械・情報系コース（F） レーザ点火を利用したガスジェネレータ型ハイブリッドロケット推進機

若 松　 祐 亮 機械・情報系コース（F） ランダム位相法による一様等方性乱流の制御に関する研究

Soe Pyae Aung 機械・情報系コース（F） CFD Analysis of Kaplan Turbine Runner for Micro-hydropower

森  芳 雄 機械・情報系コース（G） 深層学習を用いた３次元モデル超解像の学習安定化の検討

石 津　 貴 弘 機械・情報系コース（G） 拡張現実感における素手による仮想物体操作のための隠面処理の検討

齊 藤 　 燎 機械・情報系コース（G） 改良 Kyoto2016Dataset を用いた機械学習型侵入検知システムの性能評価

篠 田　 貴 大 機械・情報系コース（G） Kinect と OpenCV を用いた参加型プロジェクションマッピングの試作

永友　健太郎 機械・情報系コース（G） Geant4 を用いた X線分光撮像衛星 XRISM 搭載 Xtend の X 線シールドの設計

西 田　 龍 登 機械・情報系コース（G） 回路設計支援を目的とした Arduino シミュレータ ADVIS のための Arduino 言語解析
ツール ALPS の実装
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東 　 将 太 機械・情報系コース（G） 多値をとる確率的神経回路モデル  
平木場　風太 機械・情報系コース（G） VDM++ 仕様を対象としたテストケース自動生成ツール BWDM におけるペアワイズ

法とドメイン分析テストの適用のための機能拡張
藤 　 竜 成 機械・情報系コース（G） ブロックチェーンベースの協調型マルウェア検知システムの研究
宮 崎　 翔 吾 機械・情報系コース（G） プロジェクトのリスクマネジメントのためのサポートシステムに関する研究
宮 地　 俊 宏 機械・情報系コース（G） 解析表現文法を対象とした文法チェックツール Tamias における文字列自動生成に

よる検証機能の拡張
Kyi Myo Zaw 機械・情報系コース（G） Performance Evaluation of Parallel Retinex Algorithm in Frequency Domain on 

GPGPU
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     ○ 宮崎大学工学教育研究部学術刊行物規程 
 
                                  平成 24 年４月１日 
                                  制              定 

   改正  平成 29年 10月 17日   
 
 
第１条 宮崎大学工学部（以下「本学部」という。）は、学術刊行物として宮崎大学工学部紀要（以
下「紀要」という。）を電子媒体として毎年１回発刊する。 

 
第２条 紀要は、本学部における学術研究の成果並びに活動状況を発表し、学内外との学術交流を
果たすことを目的とする。 

 
第３条  投稿代表者は、工学教育研究部の教員とする。 
 
第４条  紀要の編集は、宮崎大学工学教育研究部広報・地域連携委員会（以下「広報・地域連携委
員会」という。）が行う。 

 
第５条  投稿締切日、電子化経費、その他紀要の発刊に関連する必要事項は、広報・地域連携委員
会で決定するものとする。 

 
第６条 紀要への投稿は、広報・地域連携委員会の指定する様式に従って行い、広報・地域連携委
員を通じて行うものとする。 

 
第７条  紀要への投稿物の掲載に当たっては、次に掲げる区分を設ける。 
(1)  学術論文（総合論文） 
(2)  学術論文（研究報告論文） 
(3)  資料 
２ 前項第１号への投稿は、和文又は英文を原則とし、未発表の研究論文、既発表論文の集大成又
は内容を追加・補充し、論文としたものを原則とする。 
３ 第１項第１号は、広報・地域連携委員会が査読者を選出し、審査の後、掲載の可否を決定する。 
４ 第１項第２号への投稿は、和文又は英文を原則とし、未発表論文であるものとする。その掲載
に当たっては、関係教員了承済みのものを原則とする。 
５ 第１項第３号への投稿は、調査・実験などで得られた有益な資料などを対象とし、その採否は
広報・地域連携委員会が行う。 

 
第８条  紀要に掲載された投稿物の著作権は、原則として本学部に帰属し、本学部はそれらの投稿
物を「宮崎大学学術情報リポジトリ」に登録できるものとする。 

 
第９条  第３条、第６条及び第７条に定めるもののほか、投稿に関する必要事項は別に定める。 

 
附 則 

１ この規程は、平成 24年４月１日から施行する。 
２ 宮崎大学工学部学術刊行物規程は廃止する。 

 
 附 則 
この規程は、平成 29年 10月 17日から施行し、平成 29年４月１日から適用する。 
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